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は し が き

この甜査研究の企画、我地調元、とりまとめにつては、すべてわれわれ二人が終地連携をと 

りながらナナめてさたが、設x(『)で述べる「公共投資」の計同 (こは、以○関係部課などと○ 

粉繁な接触を必要とし、その ほとんどを部築が退当した。祖 稿は主に 高木がま とめたが、本ﾡは、 

それをﾡ材に しながら二人のあいだで共同討aを、 作成したものである。

との調査研究は、4 3 年 3 月 に 苦 手 し、全年1 0月、版の一部を日本林学会関西支部大会で 

報告(都築 •同木： 未! 卅発地域における地域振典と 林業一 高知県播多地域 C分析- 日林関西文 

部第1 9回大会講が共P 205) した。

との調査研究に対して、種々ご便宜を嶋わった高知県をはじ関係根関や関係の方々に、厚く 

ャ礼を申し上げる。
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尚知県ﾡ多地域林楽の分析(I)

林業地域育成機能に関する調査研究

曲 木夫

a条和夫

(45. 2・21)

I 課題 と 方法

お知奴西南地版の大部分 を 占める 端多郡一帯は、ﾡ近の昭和る0年代前で、カシ類 を主 

とした思炭生産では、全国的にも行名な木炭生産地○ひとつとして特彼づけられ、今日的な言 

ﾡでいえr"木炭生産の主産地"、を形成してさた。

しかしながら、他の木炭生座地がそうであったよに、この地域において も、燃料命○大 

次を蒙らないわけにゆかす、3 0年年代後半からさわめて当1老になった木の両奨渋少のために、 

木災生産は急地に減少の方向をたどった。 , ,

この ととは、従米まで、ﾡ多地域の経済を文えてき た木炭生座を中心と した林業生産○ s っ 

性格と 役割り が、今後大き く役らざるをえないことを物語っている。

そしで この ような変化は、今日にWたるまで、こ○地域では第1次座※への依存が強かっ 

ただけに、地域住民に及任ナ影響い、・わめて大き く、そ○あらわれ○ひとつとして、林楽を 

じ め第 1 次産業iに 従 して き た就者やその求族が地載外へじ動 し、地域人口の地域外べの 

治山が年 を経る ととも (CcMAac なりはじめ、い わ る " 過化那製" をひきおこ しつつある。

Cの上9な状下にある佐多地域の今後にかける地域振県のﾡは、まずもって、地域にひろ 

く 存賊している諸ﾡﾡを行効に利用 しながら、地域における農林業進ﾡの可能性を、いかにひ 

・出い かつそれを地域のなかに定著させ、かつ、 それら○活動に直接、間接に関与ナる従事 

者の社会生活面をいへかC安定させるかにかかっている。

この問四に接近するため、われわれは、この研究にむいて は、とくに、つぎの5つの点を念頭 

におく。ナなわち ①地域に広面ﾡにひろがる広業以林地に対して、拡大造林を推進し、用材 

生産のた•めの関礎づく りの可能性の検討 をすすめる。 ③t た、広葉機林地の5ちの一部をシ 

イ クク原木に適する よ に樹極更改し、シィ タ ケ生産のための基礎づく り の検討をすすめる。
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①③それら生産地側で猛備されろが条件が市ちにういても通応できろよ ウ げb→一ざけ®は 

点を登理し、改ご点を見いだす。 ③しかして、経督(用材生ﾡ、レイタケ生産などを主要 

な生産部門とした)を育成し、かつ、 に定ﾡすせるための契ﾡをつかむ。 ③との地成の 

進度にマッチした経済社会闘の設定を試みる。

これら 5 つのサイ ドの目ざす方向は、愛ナるに、とのﾡ成をﾡしい林地ほにB皮させるため、 

その育成の可 的 性を模索する ことにほか ならない。そして、そのととは同時に、この他域を疚典 

させる絡口となると考える。

そ していを、他の地坂経済に比べそ○地受極済が後れをみせている地域=後進地成のう ちで、 

と <c、その地域的を板興させる緒 □の役割り を土地受業であろ農業や林第が担うル噬を、い 

まcとで、 「未開発地逐」と呼ぶことにしてみると(工ﾡにその上9な役割りを担過わせている地 

受が、しはし「低期究地域」と呼ばれてへるので、それと区別したいため、 とくにこのような 

未開発地感といら呼び方を用いる)、 本崎でとり上げるﾡ多地は、まさしくそのような地端) 

ひとつとして該当すると考えられる。

以上のことか ら、まとまった広がりをもっ た林地 の商度 利用 を 指向し、林流地 域上 成すると 

とは、上述 したごとき未開発地域と しての幡多地域を授興させるための中心的課題のひとつとみ 

なされ」ゥ。

ととろで、corゥな幡多地域の%つ課ﾡに接近ナとためには、つに、地感林業の実能把量 

と ともに、誰(ど○主体)か、どののよりを良能を発揮しているかを明らかにしなくてはなら 

なV。

われわれの拠査研究の発端は、実はこの点に ある。

とはいえ、本稿は、とor5な最図のもとで、興体的た地域と収和を最初の留作にあたる。そ 

のため本福は、文字どおり、われわれが行なかりとナるﾡ査研究の第1報にあたるか、 えもっ 

て内容構成を知っていただく最味をも茶ねて、主な論点を挙げると、それはつぎの3点からなっ 

てる。

① 地矗における林業生産活動の実態と、それの地域内部での異同点、さらに生:「舌；り;： 

的が り ©通及 (第I章)。 ・

② 町述 した地域課題に対 して国と県が行な ってい る公共投資活動Cス ポ ットを ゝてる。も 

の実%を諸資料から、計側的に把え、その果している除能を吟味する。さらにまた、問題 

を上り油校り林楽地感をﾡ成するため関与するﾡ々の主体の ゥち、とく に、県と9公 

的機関に スポッ トをあて、それが果たナ松能をP味ナる。ただい、その さい、也域林；2 

主役たる林生産者やその災団(逃林組合)などの活動をる、と らぜんのことたがら分析

佐賀

足摺岬

多地域

特別造林地域

特定表林地域大規校い発区域

Ill'll

ぶ
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II 地域の既要

(1 ) 昭 域

本ﾡで対象とナるﾡ多地域とは、幡多務所が:哲ﾡするととろの高知県西問部のる市7力町 

村、 ナなわち中村、宿毛、土佐神水の3市、 ャ上び佐ﾡ、大正、大方、大月の4力町、ならび 

c+和、西土佐、三原の 3力村をさナ。(第1 図参照)。

密多地域の而瓚は 1,90 0ぬ、人口は4 0年の国勢都査に上ると 1 4.0万人で、それぞれ果 

全体の約27%、1 7%に相当している。

高知県西南部に関する圏域の画定については、上述した本ﾡのごと き欄点のもとで行なり場 

合のほか 下記のごとき幾つかの ものがあ り、論述の進及に応じて適宜比紋材料としてゆかね 

rならないへととはいクまでもない。

すなわち

① © 地域株林計画作成のさいのﾡ域 : 常多森林計画区 といゥ 場合には、上述の3市7カ町 

村の な かから、大正 と 佐賀 の2力 町が除かれ ている。

② 国有林の経営計画作成のさ いの田域 : 先級の経営規定改正时の裡宮計画にかいては、 

上記①と は同 じ範U を対象に、銘多迷営計画区かけられていたがふ、4 3 年以の改正、 

4 ・ 年度施行で、愛級の南 予を対象 と して設けられていた用 予を営計ﾡ区と台体 し、

「四田西南地域経営計園区」が新たに設けられ、その範囲は、愛級とﾡ知商県にまたが 

り、管貼営林署でいりと宇和島、宿毛、中村、川崎、土佐清水の各:*を包含 している。

③ 広域 市町村ﾡ設定のさへの戦 : 最近自治省が中心にすすめてい る上記の回 でナ と 

こ あの幡多 撲賊 から は、十和村と 大正町の 2 地区が除かれ、残り8"市町村で構成され 

ている。

③ 特別造林計画案でい う D : 最近 (4 3年) 高5知営林局が山" しは じめた「四田西南 

地域特別公林計岡糸」往1 )でさ ナ図域は、木稿 で対象とす る中村を はじめ1 0 町村 

のか、、a川、松原、東沖野、大野見、中土佐の5町村が加わっている。

なか、43年じ、経済企両庁、林野庁で施した特定森林地域大規ﾡ開発調査事業で 

の個域は、高知、愛城両県に ま たがり、馮知県側は 、 さきの四ﾡ西南地域特別造林計国 

案の圏域と一致し、1 5町村を含んでいへる。一方、愛暖娘側は、大州市、八ﾡ浜市以 

南の 2 0力町村を含み、全体でる 5力町村を含む広大な地域である。

(第1図 参照)

2) 自然ロ境

ﾡ多地域は、商5低塗が少なく、蛇行のしととで行名な四万十川が、地域の中央部を 縦貫 し 

ている。そして、その蛇行状感から知られ る よ ゥに、こ○地域の山地は、比絞的緩やかな 形状を 

呈している。

叮多地域の年平均気冯、年降水iは、 モで、158C、234 oan、足招岬が1 2.4C、 

2450u(Wずれもﾡ和4 0年)を示し、高温で やや第雨。

そのため、との地域は農作物の域培や林木の生ﾡに適しているが、 た、台風•常襲地帯に あた 

ってい、四万十川を中心に、今日まで相当の被書を域ってさた。

地質は、中 ・ 古生脳の項岩か、ま た、土ばは B C 型がそれぞれ主 で、ヒ ノ キの生商に き わめて 

通している。

なか、上述したごとき地形と四万十川を 中心とした河川の蛇行•状況から、谷の形も羅やかで、 

したがって、この地域における大部分○集落は川沿いに形成されてかり、山版忆はほとんど見 

当たらない。

a 交通条件

M多地域の中で般 も瑟幹とな る道路は、H川、佐賀町を経て、との地域の中心中村市に述し、 

さらに宿毛市に至る回道5。号線であるか、その災情は、般近まで、砂利道でかつ幅員 も 二車族 

の略保されない区が多いへま1に残されてさた。ﾡ在、これの改修工事が念ビッチ ですすめ られ 

ている。

鉄道は、A知から、土曲線の終点A川を終由して中村線がこの地域の入口佐型町まで通じてい 

る。現在、これを延長する2本の新線設工事が、これまた忠ビッチでナすめられてなり、この 

地にかける氷年の宿額を達 しつつある。

2本の新線のうちのひとつ、a川と江川崎tの4 3?mを結ぶもので、これは、機時中に一 

部省工され、中断されたままになっている終緯をもっている。この新緑が完成すると、百多地域 

り北師(北幡地方)はその新線によって貴道され、土讃線で麻知方面へ、また、愛媛の宇和島方 

面へぬ道で結ばれる ととになる。 ・

$ リー本の新線は、 上述の佐質町から、さら中村、宿毛方面への延長をはかろう とする中村 

像の延長工事で、現在、佐ﾡ 一中村間 232 maの地設 (中村線 ) がすすめられ、本年(45年) 

1 0月にU通の見通しにたっている。

これら、道路、続道の改 後、新設が完成 した曙化 は、中村一高知は、自動車または鉄道では 

約3時と、現在の状ﾡに比べ時間尚的Cは約3 0～4 0%の短縮が予想される。いいかえると、



中村市を中心と したこの地域の7知市に対すろ経済的距ﾡは、 それだけ短紹されるととになろ。

要する 、こ の地域の交通立地は、最近会 で、・ わ めて悪い条件の もとにとり残されてき たか、、 

今日 よ ゥやく改替に向いはじめたといえる。

ととろで、との改者は、林業をはじめとの地域における諸"の記糸の投興、さらにWえdこ○ 

地域をとりまく 岡田の経済社会の発ﾡに対応しながえらとの地域の避済が地展 してゆくために、 ず 

もって必要な重 要かつ &的 を 条件 の整 備に つながる問ﾡ である。

(4) 人 口

人口については、 へま、B和る 0 ・35 ・4 0年の回勢調査結果から、この地域の特後をみる 

(表ロー1参照)。

表ロー1 ﾡ多地域の人口とその動さ

\ 区 分

市町村別 一

人 □ 昭 3 5年～昭 4 0年のﾡ滅

昭40年 昭35年 増減数 増 減 率ら

中村市 35,71 7 38,951 △ 3,234 A 63

宿毛市 26,992 3 0.0 1 6 A 3,024 △ 1 Q.1

土佐清水市 26,725 29944 △ 3,219 A 1 0.8

佐 5u 賀 町 ・・5,812 6,257 △ 445. △ 71

大 正 町 5,829 6.767 ・ A. ?38 △ 1 39

大方町 1 1.710 13366 △ 1,65 6 △ 124

大 月 町 1 1.465 1 3,688 △ 2223 a 1 &2

+ 和・村 6157 7004 △ 847 △ 121

西土佐村 6,950 8469 A 1.519 A 17?

三・W 村 2362 3,35 1 △ 389 △ 11.6

計 140.319 ・157813 △ 1 7494 △ 11.1

全 ・ 県 •シ 81 2.7 1 4 8 5 4.5 9 5 A4 1.681 A 4.9

全県対 比9 1 7.3 1 8.5 4 1.8 —

昭和4 0年田ﾡ調査とり

いま、地域金休では 3.5年の 1 5.8万人から4 0年では1 4.0万人と この5年間に 1.8万人、

率して1 25%の赦少を示している。またとの地域では、30年からる 5年の5年Iには
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5.4%の成少となたっていろ。

このこ とか ら、然多地域に士ける人口少のテンポは、県全体に比べきしく、しかもそれが最 

近(35～4 0年)cかいて一営M』著にあらわれている。

これをさらに地域内の市町村別にみると、ﾡ多地域のなかで交通立地のきわめてﾡい大月、三 

ﾡ、十和では人口の変化がる0〜35年には、・6、8%、8%、さた、35～40年には、 

16 12%、1 29%と両期間を とおして、いずれ も 上回 っ てい る。他方、それ と は対照的に、 

この地域の中心でわる中村市お上びこの地域中も っと も高知市に近くて、高知市にいたる鉄道が 

通じている佐賀町では、人口の変化がる 0～s 5年には、4%、3%、55〜4 0年には8%、 

7%と、両期『をとかして、いずれも地の人口減少の平均以下にとど っている。

人口の変化は、他方、以平均減少率では、30〜55 年が 3%、35〜40 年が 5%と示され 

てかい、との改少水的と上述の品多地域平均士よび地域内各市町村のそれを比較すると、30 

～3 5年の5力年では、お多地域1 0市町村のりち8市町村までが県平均より も少してはい 

るものの その投度は小さい。それに比べると 35〜4 0年では、地域平均の1 2%は県平均5 

%の2倍以上もの改少を示してかい、ﾡ近におけるこの地域での人口故少のテジボ早い。地域 

②1 0市町村のうち、出土佐では、80〜3 5年には。%と地域1 0市町村中ただ一付のみ人ロ 

増加を 示 してへ たか、 35～40 年には1 8%と、1 0 市町村中減少の程度が もっとも者しいと 

Wか さわめて極な様相を呈している。

上述のごとく、桜近5力年に平均1 2 5 %の人口減を示したとい う ことは、年平均では25% 

ぬあたり、 との数値ひとつからでも、こ○多地域金般に過疎化ﾡ争が進行していへるとみなさ 

n往目される。 • , .ー :

なか、5 5才以上に対する 15～2 9までの人口比率工 って、人口老令化傾向をみると、 

地域平均では、3 5年で8 9、4 0年で11 0 と示されている。3 5年時点で5 5才以上に比 

べて1 5～2 ?才の人口が多かったが、 近の4 0年時点では、両年令幽人 口、の関係が逆転 し、 

地域全般の老令化現象の進行が明のにあらわれている。なかこ の現象の進行テシポ は、地域内で 

b 交通立地の好な佐探町( 99) 市部の宿毛( 92)、中村(108 )などでは、地域平 

均に比べると若干選。 •

町 産業別血生濃額

幡多地地てキける証業別根生産額につてみてゆきたい。

いま、資料の関係で、座業部門を農、林、水産かよび画工に4大別しながら、昭和3 5、s 9、 

40、4 1年別に祖生産額をみると、表ロー2のごとく示される。ない、同ﾡには、ﾡ多地域



_裂I一2 門別粗生産額の推移_____________________________________ (単 位:100万円)

昭35年 昭3?年 昭40年 昭41年

担生産額 他び率 担生座額 仲 び率 ﾡ生座額 仲び率 担生産額 伸び率

1 
術 

多 

地 

域 

(a

5,6 2 3 1 00 5,439 1 5 0.1 5,467 1 5 1.0 6,491 173.2

林 案 4.302 1 0 0 5,5 61 8 2.8 4.1 4 5 ? &.4 4,8 5 8 11 25

水 産 1,443 1 0 0 1,91 3 1 3 2.6 2,730 1 8 9.2 3666 2541

商 工 1.2 2 5 1 0 0 2.140 1 7 5.0 2.9 4 3 24 0.2 5.7 0 0 3020

計 1 0,593 1 0 0 1 5,。 53 1 2 3.2 1 5,2 8 5 1 4 4.3 1 8.6 9 5 1745

高

知

農 ﾡ 19.800 1 0 0 3 1.067 1 56? 36,241 1 83.0 43,405 21 9.2

林 薬 1 5.5 3 7 1 0 0 1 5.0 7 5 84.2 1 5.808 1 0 1.7 1 7857 1 1 49

水 産 4.4 46 1 0 0 13,380 300? 16.228 380.7 1 ,589 440%
ンドド

(D)
商 工 3 7838 1 00 66,033 1 7 4.5 7 0.4 4 9 1 8 6.2 8 5,38 4 2257

計 7 7.6 21 1 00 2 5.555 1 5 9.2 1 5 9.4 2 6 1 7 9.6 1 6 6.2 5 5 21 4.2

金 

県 

対 

お

画 案 1 8.3 一 17.5 — 1 5.1 — 1 5.0

林 英 276 — 27.2 — 2 6.2 — 271 一

水 函E 5 2.5 — 1 4.3 — 1 6.1 — 1 8.7 一

商 工 3.2 — 32 — 4.2 — 4.3

1 3.6 — 1 0.6 — 1 1.0 11.5 —

注1)「統計からみたﾡ多地域の現況」お上び県開発続合計画附ﾡ資料上り作成。

注 2 ) 伸び率ば昭和 35年を1 0.0と した。
と同時に商知県全休につても示す。

幡多地域全体のﾡ生産絶額は、昭和3 5年1 0%(億円 )、昭和 41年1 87(億円 ) で、

3 5年=1 0 0.0c対して 4 1 年=1 7 4.5 と 伸びている。他方、商知県の座業全体では、 

35年77。(僅円)、41年1462(億円)で、その仲び率は 3 5 年=1 000、41年 

=21 4.2となってる。したがって、総多地域全体のﾡ生産額の仲びは高知県全体の根生産 

額の仲び止べると、伸び方の程度は鈍い。

つぎに林業の粗生産額についてみる。まず、その伸び率を比校する。との率は、35年から

4 0年にかけて、然多地域では 100.0から112 5へ、梨全体では 1 000から1 14.9へ 

と、円同程度(1 3〜1 5%)を示してり、ﾡ多地域、県全体いへずれの場合にも、とcic 

掲げた 4 つの産業分類中 では も っ とも小さい。

つぎに林業の粗生産額と座業全体の祖生産額を比校する。そのために構成比を求めると裂I

-3 のごと く、林茶は4部"分ﾡ中、高知県全体では、3 5 年が第る 位にランク されている以 

外は3 9、40、4 1年の各年はいずれも商工、農業、水産獎につづいて股下位に とどまって

-1 0-

る。 しかし、幡多地域に扑いては、 35年はﾡ1位(40.6%) 35 40、41年の谷 

年次においても農奨に次いで2位を占めている。

表!一3 産別田生産額柄成比 ( 6)

ミ
一、年 次 

産業部門\、 昭35 昭39 昭 4 0 昭 4 1

農 案 5 4.2 4 1.6 3 5.3 34.7

林 案 4 0.6 2 7.5 27.1 2 5.9

水 産 1 5.6 1 4.7 1 79 1 9.6

多 商 工 11.6 1 64 1 9.2 1 .8

計 1 0 0.0 1 0 0.0 1 0 0.0 1 0 0.0

全

風 業 2 5.5 2 5.2 2 6.0 2 6.1

林 難 2 0.0 10.6 11.5 107

水 座 5.7 1 0.8 1 2.1 11.8

商 工 ・ a.8 5 5.4 50.5 5 1.4

計 1 0 0.0 1 0 Q.0 100.0 1 0 0.0

注) 前掲役』-2より死出

したがって、期括的な表現ではあるが、幡多地域の経がにぶいへては県全休におけるよりもさ 

らに一博、 業部門のウェイ トが大さい。いいかえる と 目頭に も 述べた ごとく 林業部門への依 

存を高めているとみるこ とができ ろ。

6) 就業督数

各産衆の生活を文えている就業者について、その推移をみると、表U -4、表n-5のとお 

り示される。就業者総数は昭和2 5年83万人いたが、それ以降減少をつづけ4 0年には&6 

万人と、1 5年tic L 7 万人温少をみてい る。第 1 次確業では、2 5年&4万人いたが、 

それ以降は上述の全産の傾向とじく減少をつづけ郎和 4 0年 3. 6万人へと、同 じ 1 5年間 

c28万人、産業全体に 占める 構成比では 77.。 %から 5 4.3 % へ と減少をみせている。第 1 

次座業のりちの林※Cついてみると、ﾡ和25年の5.8千人から、30年75千人、35年 

&8千人と増大傾向を示し、35年から4 0年にかけて故少に転じている。そして、産業全体



委I一4 紹多地域に おけ る産別お ヒ び労女別 分者数の推移

\区 分 

産 案 一、

明25年 昭30年 昭35 年 昭40年

総政 リ 女 総数 男 女 総政 リ 女 総数 男 女

絶 数 83521 45323 378 81201 45231 36670 77462 4249 54782 66260 37440 28820

農 業 51370 21804 30066 44466 19810 24656 ろ6648 16271 20 577 27540 12892 14668

____ 薬 5314 4667 1347 7501 5526 1375 6B04 4539 2265 22% 1785 541

水 座 変 6450 6034 416 4231 5275 934 6224 5423 e03 4102 5295 807

小 計 64134 32505 3142 58,198 30E1 27567 49678 26253 23445 35988 12972 18016

ﾡ 業 33 33 ・ 0 81 71 1c 138 22 253 198 45

壁 設 楽 226 2461 445 3089 2425 464 4743 3517 1226 5620 4072 1548

製 遊業 3805 2787 1018 31 61 2504 855 1874 1045 5274 24i8 1256

小 計 4764 5281 1493 4231 5002 1529 778 5485 2515 132 6283 2849

第

次

座 

発

死る 4 ﾡ 示 4425 291 22シ4 6433 3026 3/07 8p21 3935 4.86 7231 3541 470
金 ﾡタ 保 次 
不動産業

208 15% 52 453 332 121 578 442 156 623 412 211

運ﾡ通信業
12?4 1685 309 2434 2016 418

2307 :B07 500 274? ; ? 600

7i 
水 

サ -

りガス 27% 263 53 249 216 55

-ピス% 4204 2781 2023 6,167 2P46 33135 7203 3ろ44 3855 7673 37 4326

公 1562 1308 254 1383 1370 513
I

1542 1268 294 1886 1506 380

小 計 1235る Z521 4872 17344 9592 2772 1み73 1025? 2p14 21111 11371

分不能の 産業 a5
」

16 14 8 6 2 13 5 5 2? 14 1s

注) 各年10月1日現在田びここるo

表ロー5 産業部門別就者成比 (%)

座姿命所、次
昭 2 5 昭:0 昭:5 昭40

第産

次契

林 突 

水産愛

6 2.3

7.0

27

54.3

3.2
7.6

4 7.3
8.8

8.0

4 1.6
3.5

______ 3.2

小 計 770 7 1.1 64.1 54.3
空 三次座業 &.1 77 1 0.0 ________ 13.8
第三次産業 1 4.9 21.2 253 3 1.9

絶- 計 1 0 0.0 1 0 0.0 1 00.0 1 0 0.0

に占めるﾡ成比は、2 5年の70%から4 0年には35へと半していろ。

(7) 経が地区分

ほ済地池区分についてみると、地域の北部一ﾡの大正、十和、西土佐および中村市の一部

(上記3町村と隣接し、面前的には中村市の約半分を占める旧山、大川筋村が、山村地帯に 

該当 してキり、中村市の残りの地区かよびそれ以外の○市町村はべて、農山村地帯に該当 して 

いる(図!一2参照)。

愛するに、経済地常別にみるととの地域は、山村地帯と"山村地帯に2大別される。なか、 

面M的には両地帯はほぼ等 しい。

注 ) この経侪地帯区分は、さ ・ (C農林省統計識郎が企国的に行な った作業結果 であって、 

旧町村単位に区分された。ところで、.旧 1 2 市町村の合併に よ って新たに発足 してい る中



I 林業生産の地区別比較

前/Iで、幅多地域の戦要をのべた。そのさいへ、地域 な済におい て、林楽部网が前述 した ご 

と き 部へ地位を占めているとと を指摘した。そとで、太Iでは、ﾡ多地域における林業の生産 

○地区別比教を行ない、と くにこの地域の中でこの生産活動の中ﾡとな って いる地帯を画定 し、 

特徴を摘出するととに したい。

() 林野面初 •林野率

ナ、ﾡ多地域における保有形渡別林野面ﾡネ上び林野率、ならびにﾡ、公、私行林率をみ 

ると、表I一1のとかり示される。

これによ る と、林野率はとの地域では84%で、県全体( 8 16)より高い。地域の内部、 

とりわけ 山村地帯に属 ナる大正、 十和西土佐では?0%を越しており、県全体 の山村地帯 

(87%)rりも、さらC高いへ林野率となっている。さらCまた、農山村地帯のうち大月町を 

のぞく その他の市町村 ( 中村市のみは前述 したごとく、山村と農山村の両ﾡ済地ﾡに*たがっ 

てるが、ひとェず股山村地帯とみなす)では、林野はいずれも 8 0%以上、三阪村では 

85%を示し、県全体の農山村地(79%)上りも 若干髙い。

つまり、林野率上 りみた場合、と○地域は、山村、一山村両経済曲带と %に県全体に比べと 

の林野率は高く、 どりわけとの地域の北部一常を占める山村地帯おける林野率は6へ。

なかまた、これら山村地ﾡに該当する5力町村の休野面出合計は、約く.0万o、さらに、 

中村市のりちの山村地構該当旧2村を合めると7 1万なで、これらは、ﾡ多全域の林野面ﾡの 

る796～446を占めるととになる。

っぎc、林野率の内訳について、同じく 表、 ー1 から、私、公、国有林率 を みて ゆく。

統多地域は、とれらう者の比率が、 696、66、 25% また、県全休では、 73%、5 

%、22%と示され、との地域は県全休に比べると、公有休率で/i等しVが:、私イ博が若 

千低く、以対に四有林率が部。さらに、地域の内部に立入ってみると、 上述した地域の北部 

一の山村地帯3る力町村のほか、地域の中部、商部に位並iナる三県村や土佐清水市などでは、国 

有林率が地域平均 (25%)よりも高く、な かでも弓原 村で紅, 36を示し、も ら とも いちじる 

しい。

なか 三原村はまた、公有林率 も地域内で もっとも 為 く ( 1 4%) したがって、ととでは 

私有林率は 4 096ともっとも 低い。 . .

&I一6 保有 形J別林野 面 t 林野比率 (4位 : ta )

総数 ヘ

保有形恐 別 林比

野津

国 

有

#- 

率A

公0 
行 

林一 

率A

私い 

有

. ヘ

ヽ

国 有

Q)

公 行

い

私 有

計 575071 i27111 30B19 417143 8 1 22 5 7 5

製
安 芸 9774? 30495 6777 60476 87 51 7 62

案 
泡

中 央 31630? 56680 13944 245684 78 1 8 4 78

寄
・ 多 161014 3936 10D96 110982 84 25 6 69

②市近 第 5314 2 133 5J7 40 0 3 ?7
経

函 平地農 村 21.10? 285 777 20047 48 1 4 95

地 風山村 190248 50804 13562 145881 79 1 6 7 77

山 村 358401 96021 16346 246035 87 27 4 69

中 村 市 351224 4026 2726 24472 80 1 5 9 78

a 毛 市 23195 4667 929 1759ッ 91 20 4 76

土 佐 流 水 市 2 1960 649s 257 13304 82 50 9 61

大 正 町 18220 6725 885 10611 91 37 5 58

+ 和 村 15187 3923 383 10391 93 26 2 72

日 土佐村 22522 8472 945 15J05 ? 1 38 4 58

大 方 町 8777 990 527 7460 78 11 4 85

佐 n 町 6p%8 857 256 4975 80 1 4 4 82

大 月 町 6p088 695 471 5524 64 1 0 7 8s

二 頭 村 7172 3083 1039 3050 85 4 3 1 4 43

ﾡﾡ多地地計 161013 32235 10p98 110981 一 25 6 69

全県比囘/依% 200 314 329 266 — — — —

多事務所 : 伝多地域 の現況 P1 60より

2) 人工林率( I )

それでは、地域における林業生産はど○ような水的にあるか、まず人工林率( I )一人工株 

面成の比一に よ っ てみてゆ くこと Cする。

-15 —



多地域全休お上びその内部の各市町村における人工林率( I)、Id和4 0年時点では、

丞】-2 のとお り示すととができ る。

これによ る と、需多地域全体では4 1.06の 

水準にあって、これは県全体ならびC幡多以外 

○中央地域、安芸地域よりも低い。こ○ととか 

ら、ﾡ括的ではあるが、俗多地域にあける林業 

生産○水体は、県下にかけるる地では、も 

っともﾡれていると指務される。

ところで、然多地域 の内部について、さらに 

との水的をみると、地域の平均以上を示ナ地区 

として、中村、宿毛、大正、西土佐および三県 

が当していへる。しかも、これら各地区のうち、 

三原の 5 5. 9 期か よび大正の 5 29%のごとく、 

両地区ではとの水的が5 0.06を越してャり、 

地域 の○なかで も 林業 の生産活動 と り わけ &林 た 

ど の投入活動が と くに 高いこ と を 示し てい る。

: 他方、この水準が地域 中 % っとも低への、地 

域のなかでも もっと も 交通立地の悪い、地域の 

南西關 で海岸沿い の大月 地区 (2 29%)とな

ってる。なか 前述 した山村地常区 当る地区 

○5ちでは、十和地区の人工林率のみが、地域 

平均に述せず 36.45とどまっ ている。

() 人工林地 ( ロ )

昭多地域の人工休が、さ らに保布形ﾡ別 ( 民 

伝 国行)C、しかも地区内各池区別に、どの 

上 う 立進ﾡをみせているかを示したい。

表一2 人エホ率 (I) (%)
24.3

安 43.2

中 央 50.0

総 多 4 1.0

稲 市近4 24.5

平 地 奥 村 4 0. 5

農 山村 3 8.4

山 村 51.3

中 村 市 41.2

宿 モ •1.5

土 佐済水 3 2.0

佐 88.5

大 正 52?

大 力 ・s

大 月 229

西 土 佐 44.4

+ 和 3&4

三 55.?

注 ) M利l 4 0年 1 2 吹高知農林水産

統計年報上り算定

これには、前須と同じく人工林率をるか 使用デークーの部合 上、同じ人工林率といっ 

てい 厳密Wえば前項②)の場合と若干発なるので、とこでは、ﾡ式の分母にﾡ林地面ﾡをと 

る、以下、人工林率( I ) と表示 し、前項の人丁林( I) と区別する。

さて 民付 出イ林別に、この人工林率( I )を、地区別に求めろと、 表一3のとお 

り示すナととがでさる。

求I一3 氏有、イ林別、人工林(!) 昭和41年

、、区 分
地地 、'、

民 行 N 行 四 考 

回和 ・年型在

中 村 2?.5 3 5. 7 2 5. 1

御 毛 324 64.7 259

m 水 25.6 50.0 1 7 5

佐 質 35.4 42.0 31.2

大 正 31.2 84.3 2 5. 2

大 方 1 &.る 7 &3 1 &6

大 月 1 3.4 5. 5 1 7 0

+ 和 20.4 80.5 1 ふ 7

占土佐 31.3 74.7 1 . ?

三 ﾡ 4&.4 64.0 4 0.1

地域平均 28.8 635 22.5

*均 245 5 2 5 314

注) 人工林 ( I) 三人工林 面 /樹林地 ( 人工株十 天然林 ) it

昭和 36年、41 年高知県森林資源構成& ェ» 出

との扱 ロー3による と、人工ﾡ(I)は、地域内でも 民行、国有とい う 保有形態に よって 

ちじるしく県なっており、地域平均では前者は2 .2%、後者は7 5.76で、商者のあいだ 

cは大きいへ格遊がみられる。しかもこの格差は、県平均の •場合 よ りも一関大きい。ナなわち、 

との地域にかける人工林( ロ )を県平均のそれに比べると、民有林にかいては、県平均の 

4 0.5 %よ り もいちじるしく 係水ばにと どま っているか、他方ロ布林にかいては、県平均の 

527%より%さら (Cis 水4に通 している。

地域内部の各地区におけるとの人工林率(I )○水ﾡを地域全休の水戦と比似ると、民有 

休Cおいては、前述した地域全体を対象とした人工林率(I)cみられたとほ同じく、三M 

の4 8.86を紙頭C、宿毛、佐盤、大正、西土佐、中村の各地区が、地域の民有林の平均水的
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ェ り も高5へ。他方、国有林にむへては、中村の9 3.7%をﾡ頭に、大正、十和 大か、四土佐 

の各地区が地域の回行林の平均水的上 り も商vへ。

いま、これらの水ﾡからつぎに、各地区の特徹をみる。

山村地帯亿圉する。大正、十和、西土佐のる地区では、国イ林の人工休ﾡ( ロ )はいづれも 

地域の平均上 りも高5く、民有林においへても十和をのぞ く 他の 2 池区で地ﾡの平均よ り も 高We

な*、保有形態別に分解しない地域全休○人工単(I)やはた、氏行林に おける人工林率 

(I )が、地域内でも っ と も高5い水的を示 してい る三原地区にも、いて、国有林の人工林率 (I) 

は、平均より も 若千低い。

な お、また同じく 友 日- 3 の偵考に、s 6 年時点に おける 民有林の人工林率 ( ロ ) を示した。 

これによ る と、地ﾡの平均ェ りも高へ水的にある地区は、三ﾡと銀ﾡに前述した4 1年の場合 

と等しいことがわかると同時に、そのなかでも、3 6年から。1年○5力年に、この水常の上 

昇は、地域平均が & s 6であ るのに比べ各地区中、西土佐では もっとも高く、 11.4 % を示 し 

てい ることが注目 される。

上述 した林地面般の拡がり や人工林率な どから、地験の中でると く C、生産活動を活発に:二 

せる可能性をひ ・ だナため、資的にまとま った地常と して、地域の北部(北地力) に位m 

ナる大正、十和、西土佐の3地区、ならびにそれらに接続 し地域の中央部を占める中竹、 三 :、 

宿毛の3地、すなわち括多地域○北部(北地方)と中部に1たがる上述の北範・中田常 

をとり出ナととができ k 9。

なお、 た、それら北ﾡ、中部地帯以外の佐賀、大方、土佐水、大月 の一帯は密多地域。 

中では 海地帯 を形成してへる。

そ こ で以下、項 を 改め、これら4 地区一 帯 ( 北ﾡ と中部)ならびに 海岸地帯 を 比敏 しながら、 

商地帯、各地区のもつ特徴を森林ﾡの的 なサイ ドから明らかに して ゆ e たい。

(4) 森林面試、締試 ・

a ) 対地域比

付2から、上述の北然、中t地常の各地区、ならびC海地ﾡの民行、国有林別に、 

森林面闘 と 務積の活多地域全体に 占める対地域比を求めると、次表I一4のと おり示す - 

ことができ る。

次表か.ら、ま ず級初に、北幡、中部地常(。地区)全体の森林面聞、ﾡ積の対地城比 

をみると、森林面積で7 3%、※ﾡで796述している。

衣I一4 民有・ﾡ有別面積 ・ 編 の対地域比 ( 5 )

「 、、 区分 民 利 林 国有林

、 総 t
I fe
ジ

人工林 天然体 t 人工林 天然林 計

大 正 10.7 9.6 9.9 1 2.8 6.7 1 6.4 11.4

函
+ 和 6.4 1 0.2 9.1 1 Q.9 5.4 9.4 9.1

西土佐 1 4.1 1 2.5 1 3.0 1 9.9 1 5.2 1 &7 1 4.3

中 村 225 2 1.9 2 2.0 1 2.9 3.5 1 0.4 13.4

函 三 限 5.6 2.4 3.. 8.2 3.9 87 4.6

書 毛 17.4 1 4.5 1 5.5 1 0.9 1 4.5 11.8 1 4.6

計 7る7 7 1.2 7 25 8 2.6 55.2 7 5.4 _____75.

大 正 1 &1 1 2.9 1 29 1 3.7 &.0 1 1.1 1 2.1

十 m &.2 1 23 11.1 1 38 7.0 11.5 11.2

百土佐 1 2.9 13.4 1 5.3 2&.7 2 4.8 25.9 1 9.0

中 村 260 20.0 2 1.6 1 7.7 2.8 1 27 17.6

像 6.6 2.8 3.9 3.2 9.3 6.5

a 毛 2 0.1 1 4. 1 &3 7.6 1 2.5 3.3 1 3.2

計 84.9 74? 79.1 8 8.7 625 73.8 7 9.4

北幌◆中部地帯 7&.7 7 1.2 7 29 8 2.6 5 5.2 7 5.4 7 3.4

(北 幡) (31.2) (323) (320) (506) (273) ( 4 4.5 ) (348)

(中 部) (45.5) (389) (409 (320) (279) (309) (384)

高 岸 地 帯 2 3.5 28.8 2 7.1 1 7.4 4 4.8 2 4.6 2 6.6

北標•中部地帯 84.? 7 6.9 7 9.1 8a.7 62.5 7 9.8 7 2.4

(北 ﾡ) (322) (322) (373) (54.2) (378) (485) (423)

(中 部) (527) (る77) (418) ( 3 4.5 ) (247) (313) (371)

ﾡ 岸地帯 1 5.1 23.1 209 1 1.3 37.5 2 0.2 2 0.6

(付表2より作成)

また 民行、国有別、 た、闘保有形態の人口、天体井別のは*面i、ﾡの対地域比を、上述し 

ツ.全体の森林面心の対地域比や蓄積の対地域比 と比べろ と、この北幡、中部地帯では、民有株



人工林のﾡ林面樋の対だ:域比止が7 7%、全都の対地域比が856で ずれも大きぐ 

さらに、国有林人工の森林面ﾡの対地域比は9う%、全ﾡ積の対地域比にいへたっては、実に 

8 ? 6cも達 してる。

と○地帯○6地区を、これらの地域比からみると、つぎのごとき特改をもっている。

大正地ズ:面、者ともに、地域の1度を占めているが、なかでも、関有林面積、とくに 

国 有林人工林 面試 の対地域 比が約 20%と、6 地域 中も大さい。

十和地区: 面、新ともに、地域○1普両を占めていへるが、回行林天然林と民行林人工杯 

のウェイ トは小さ。

西土佐地区 : 面ﾡでは 1 5 %を占め、i た、警では地区中ﾡも大き く 1 ? %と、全休02 

割を 占めてかり、とくに国有林 の人工林、天然林帯皆の ウェイ トは、全休の27%、25災%を 

占めている。

中村地区:面積では1 99%を占め、6地区中ﾡも大さく、とくに民有林面積務桢のクエイ ト 

は大きく22%、266KC達していろ。ことでは、 さた、国有林天然林拓陵のウェイ トは6地 

区中、 も小さい。

三原地区 : 面銀、 積ともKに5 6程度の地域比を 示し、。地区中 城 も 小さい。保有形ﾡ別、 

人・天別にその内訳をみると、面、ﾡﾡともに、国有林人工 •天然林のクエイ トは1寄岡、 

他方、民有林の天然は 2〜3%とき わめて小さい。

宿毛地区 :面・寄独ともに13〜1 ・ % 程度のウエイ トで、とり わけ民有林人工○クェ 

イ トが大きく、面書では 1 7%、都ﾡでは2 0%を占めている。

っぎに、同じく上共表ロ ー 4 から、北播 •中部地帯のうち、北ﾡ部( 3地区) と中ﾡく 5 比 

区 ) を比べると、全体的には、面硫のウェイ トでは中部が若千大きく、老山ではは反対に、北権 

部が大きい。

さらにいえば、北福部では、田有林の面ﾡ、都積のクニイ ト、とくに国布林の人工林面、 

絡書、および民有林天然林の 落秋の ウェイ トか、いずれ も大きい。

中部では、民有林、とりわけ人工林の面楮、落位 と 天然林の面相 の ウェイ トが、いずいも大 

さい。

ﾡ後に、北橋 ・中部地帯 (◇地区) と湖岸地帯(4地区) を比べる とさ、さきに もふれたご 

と く、全休の面密○ウェイ トは? : s、全体の者書のウェイ トは8:2 とい う状態にある。

その内部に立入ってみる と、国有林の人工林では、そのウイ ト が一幅北福 •中部地帯に ば 

斜し、面試では9 : 2、普積では? :1となっていろる。しかし他方、同じく国有林のりちの天 

然林は、海地に 多く、そのウエイ トは、面ﾡでは . 5 西 では 4.0と大さ いへo

b ) 地区別構成比 1-民行・ 国有別------ .

森林資源について、 多地域の中で上述の ごときウェイ トをも っている北帳 ・ 中部地帯

○6地区について、つぎに、森林資旅の地区別構成をみる。

そのために、 6地区ごとに 面積、普植の地区別構成比を、次交ロー5のとおり整理 した。

表!一5 民布・ 田有別面積 ・ 寄ﾡの地区別ﾡ成比 ( 6 )

ﾡ域

民 行 林 ロ有株
総 計

人工株 天然様 t 人工株 天総株 計

大 正 2 1.4 441 6 7.5 23.0 3.5 325 1000

面 十 和 1 5.3 60.? 7&.9 1 9.7 3.5 23.2 1 0 0.0

西土佐 2 2.3 ・8.2 70.5 2 3.2 &.3 2 9.5 1 0 0.0

中 村 24.2 6 1.8 88.0 1 0.9 1.1 1 2.0 1 000

ﾡ= 原 28.0 22.2 57.4 29.8 1 2.8 4 26 1 O 0.0

宿 毛 2 6.9 54.? 8 1.8 1 2.3 5.9 1 8.2 1 000

・ 多地域平均 227 54.8 77.5 1 &.6 5.9 22.5 1 0 0.0

大 正 1 6.6 4 2.5 53.1 33.3 76 40.9 1 0 0.0

冨十 和 8.4 46.0 54.4 5 6.1 9.5 ・ 5.6 1 0 Q0

西土佐 1 0.4 2 8.2 386 4 1.5 19.9 6 1.4 1 0 0.0

中 村 227 45.2 6 7.9 22.7 2.4 321 1 0 0.0

= 願 1 6.3 1 7.8 5 4.1 4 3.2 2 2.7 65.9 1 0 Q.0

宿 毛 25.4 4 5.1 6 8.5 1 7.1 1 4.4 5 1.5 1 00.0

商 多地域平均 332 45.? 7 9.1 1 3.5 7.4 20.9 1 0 0.0

(付衣う上り作成)

上掲式から、6 地区 ごとにつざのごとき 特徹を摘 したいo

大正地区 :対地域比の大きかった国有林人工林が、この大正地区の中で、面積では2 9 %、 

著積ではるる6を占め、幡多地域の平均(面積1 7%、警積1 4%)c比べ、きわめて大き
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十和地区:民有林のうち、とくに天然林が、この十和地区の中で、 面ﾡでは。1%を占 

め、ﾡ多地域の平均5 59%に比べ、かなり大きい。しかし、部では4 6%と地域○平均 

と等しへ。 ・

西土佐地区： 対地域比で 3 割ちかい ウェイ トを占めていた国行林人工林の奇積は、こo 

地区中では22%を占め(ﾡ多平均1 4%)、きわめて大きい。

中村地区 : 民有林の 面ﾡ構成が: 8825 と同地区の約 ? 3を 占め、しか も ま た、 有林中 

天然林の柄岐比は。2%を占め、いずれも 6地く中、はる大さい。

三原地区 :対地域比でも民有に比べ田有○場合が大きかったが、と○地区内の構成比に 

つても、国有林の場合が民有林に比べ、人工休、天然のいずれも大さい。とくに、ﾡ 

試構成では 7 5 %はでを国有林が占めている。

宿毛地区 : 面積的には、国有林上 り も 民有林が多いが、落弦的に は反对に、民行林上 り 

も回有林が大きい(ﾡ多地域○平均と比べて)。

c ) 地区別ﾡ成比2一民有林主収ﾡ可別一

地区別構成比の°今味を、さらに、民有の主災樹ﾡ別に行なう。

そのため、付表5から、 上述の6地区について、次ﾡ日 一6のごとき再整則を行なっ 

た。

次掲表から、まず幡多地域全休について、樹林別面技、落積構成比をみる と、こo 

地域がわが国でも有数のま と ま った広ﾡ樹地であ るといわれているととを優山きする 

rっに、面ﾡでは。5%、警では。2964でが広斐樹によって占められてかり、 た、 

針葉樹主要樹種の ゥちでは、さきに、こ ○地域 の地質、土壌が ヒノキに しているとと 

を述べたが、それを裏付けるごとく、スキ、マッに比べヒノキの構岐比が大きく、面積 

では 1 8%、寄積では 1 6 %を 占めている。

っき、上掲。つの各地区と紹多地域全体について、樹種別期効合の特後をみる。

大正地区: ヒノキ、マッの構成比が、術多地域の平均に比へ 面l、置雨のいぐれに 

づても大きい。

+和地区： 広葉樹の構成比が、ﾡ多地域の平均C比べきわめて大きく、商、当積と 

%C7割をも占めている。

西土佐地区：スギ、マツの構成比が、,経地域の平均に比べて大きい。
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ﾡ一6 民が林主樹 Hリ uiidt・ ﾡび構成比(6)

以型別 ヒノキ ス ギ マ ツ 小 t 広葉樹他 合 計

大 正 2 0.7 8.6 1 0.3 3.6 60.2 1 0 0.0

a + 和 11.0 a.4 1 Q.7 30.1 69.9 10 0.0

占 土佐 1 8.9 10.8 .6 39.3 607 1 0 0.0

中 村 1 8.2 9.7 6.0 5 3.9 s41 100.0

三 限 2 6.7 7.9 7.7 52.3 ・77 1 0 0.0

宿 モ 225 6.0 7.6 3&.1 6 19 100.0

ﾡ田地域平均 1 8.4 7.9 0.8 35.1 ^49 1000

大 正 2 0.0 1 4.5 377 623 1 000

8 + 和 7.0 8.5 1 2.7 2 a0 7 2.0 1 0 0.0

西 土 佐 1 2.5 1 ・.1 1 5.7 4 23 5 7.7 1 0 0.0

中 村 1 7.6 1 5.1 33 4 2c 5 8.0 1000

三 3 2.5 14.4 7.5 54.2 4 5.8 1 0 0.0

御 毛 2 3.6 3.0 7.2 3.8 60.2 1 0 0.0
ぬ多地域平均

1 &5 1 0.2 11.5 380 62.0 _1000

(付5より作成)

中村地区 :広葉樹の面積構成比は陥釜地域の平均とほぼ等しいが、蓄積構成比が若干小 

さい。 た、計葉財のうち、スギの面科、溶磁情成比が若干大さい。

三原地区 : ヒノキの面城、ﾡ試構成比が幡多地域○平均に比べろと、相対的にかな り大 

・く、他方、広葉樹の面積、締磁構成比が、上述の十和地区と対照的に、相対的にかなり 

小さい。

宿毛地区 :ヒノキ について、面積、話憤 と も に構成比が、幡多地域 の平均よ り大きW。

a) 民イ"、広葉樹林面稿

幡多地域にかけるぶ林資源の『今味のためには、さきどからふれてきたが、地の表 

林面の6 5%、部。2 6を 占める (前求 ロー6)、広ﾡ樹林に、いまいちどスボ 

ッ トをあてる必要があろう。
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ま、質科の関係で民有林に限って、以下 

P味 したい。

昭和 ・ 1 年○高知県森林質源構成裂から、 

いま、しへ たけ原木やパル ブ園木 に利用 さ れ 

る。広葉樹の利用可能分を知るため、林齢 

○4令級以上の面u割合を、各地区ごとに求 

めてみると、次裂!一7のとおり示すととが

でき る。

右変から知られるごと く、十和地区にお 

いて、こ○令級以上の広斐樹面積都合が、 

広ﾡ樹面ﾡ○2 1 %を占め、術多地域各地区 

中段も大をい。ととろで、幡多地域の平均は 

・ 79%で、上述の十和地区の2 1%とともC、 

県平均の276より 低へ現状Cあ る。

すなわち、 上述○ととから、後涯で述べる 

が、+和地区 では しい たけ生産が盛んな #後 

のひとつとして、したけ生変の質原的ﾡ償

表I一7 民有杯におけ ろ広葉樹林地O 

千令級以上の面積ﾡ合(%)

大 正 

十 和 

西土佐 

中 村

三 条 

ﾡ モ 

佐 賀 

大 方 

土佐済水

大 月

2 0

2 1

・ 2

8

1 7

1 0

3

5

8

7

地域平均 1 7

県平均 2 7

表I一8 林家敖、保有山林盛家数

\分 株 家 保 行 山 本型

・場 1960年 1980年 1965年

大正 585 522 ・86

十 和 983 857 011

西土佐 950 89 2 8s 7

中村 3.094 2.973 2.46 4

三 限 4 9 1 483 427

・ e 2.0 8 1 1.9 83 1.74 6

佐 a 6 1 7 594 55 8

大方 1.1 75 1,1 4 2 1,。 5 0

土佐済水 2.1 1 5 1.965 1,5 0 4

大 月 : 34 11 8 84 3

「地域計 12121 11.5 2 7 10,991

「- 50,332 4 74 40 4 5,75 4

昭和114 高知県森林資3精成裂 
上 りﾡ出

(農林センサスェり )

としての、しい たけ原木 と しての利用 可施広葉樹林地が、他地区に比べ相対的C多 こ と

を知る ことができ るo

5) 林家 と 保有山林檄家

1 ?60年センサスに止ると、幡多地域には1 21 0 0の林女、1150 0の保有山林良 

がある。&か、 1? ・ 5年の中間A業センスによると、保行山体農家数は 1 1000 と約 

5 0 0戸減少 している。

、地区別林家数、保有山休戯家数は、 スI-8のとャり示すと とがで e ろ。

つき、1り6 0年と 1 ? 6 5年センサス結果から、保有 山林農家 の深白 山 桂規也 の最 近, 

力年間の動き を、地区別に除味する。

いま これに必要な、85年と40年の「保有山林挑ﾡ別会媒戸数」を付表。、け後7に、 

た、地域、地区ごとの「全構成比 (%)」を付表 8cそれぞれげた。

いさ、付表8から、 6地区を中心に、 55年と40 年を比較 し、林家である留米 0
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戸数が、保行山休規検別にどのよ うな増械傾向をみせているかを、図E -1 のごとく 示した。

これc上ると、 。地区の9ち、中村や宿毛地区 では、幡多地域や県全般に みられると同様 

c、上述のﾡ家戸数、5 5 4に対 し40年では 01～1/aM でﾡ少 し、1〜3 ・aMで地大 し 

てャい、とりわけ宿毛では、顕声にあらわれている。 村や宿モ以外の大正、+和、西土佐ネ 

・び三限の各地区では、就して、それら両地区にみられたよりもさらに上の規検階岡にあいて 

上述山林保布型永の戸数の増大がみられる。とくに、十和では1 0〜204aM、西土佐では5 

～ 2 ocom、三ﾡでは 5～10 での増大が特彼的にみ られ る。

したがってとれらのととから、上記 6 地区 とりわけ中村や宿モをのぞく上記の4地区におい 

ては、山家が保行する山林○規ﾡは、階層的には、術多地域や県全般にみられるよりもさらに 

上昇領向にあるととがわかる。このこ とから、また、これから4地区における山林を保有する 

ロ では、農家が営む林業生座すなわち退家林楽をナすめてゆくため○松営糸件○整伝を、&5 

年以降活発に手がかけ てるとみることができよう。
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林菓貸労働 に就労の実績ま たは見込みを有するものをさ しているo図ロ-1 5 力年問C おけ る保有山林規校別家戸数の増故傾向 (H35 ～団 3 0)
\、保有山 
aは

0.1～1

B35 昭40

1～3

昭35 昭40

～ 5

昭35 昭40

5～1 0

昭35 昭40

1 0～20

.昭35 Hd0

2 0～30

昭5 5 昭40

-------- - 

30〜ミ・

大 正

十 和

西土佐

中 村

三 W

宿 毛

ヽ

ゝ

\ 

\ 

\

/

\
/

\

\ 

\

ア

軽多地域
平 均 \ ア

県総平均 \
1 •

-------- ・

2) 林業労働者総数の推移

*ず、林条労働者総数の4 0・41 ・2 2各年度別、地域ブロ ック別助きは、表I一9、 

I-10のごとく示される。なお、同裂中( )内には、・0年度の総数を1000とし 

た各年度の総数を政化 してあらわした。

(単位 :人)

注1) 35 年C対 し40 年C おて、 条 戸数が 1 6以上増みした場合を示 したo

なか=® 印は、 2 %以上増があった場合

(付交8より作成)

表-? 地域ブロッグ 別林業労 働者総 数の推移

4 0 4 1 ・ 2

安 芸

979

(1 000 )

932

( 95.2)

91 8

( 93.8)

中 央

1,394

(1 00.0)

1,359

( 9 8.2)

1,5 50

( 975)

高 岡

1,5 11

(100.。 )

1,46?

( 97.2)

1,456

( 9&4)

多

1,506 

(100.0)

1,426

( 94.7)

1,333

( 88.5)

県

5.3 8 0

(100.0)

5.1 86

C 94.4)

5,05 7
[(94o)

(6) 林※労働

高知県が41年度から災施している林業働力対策業のなかのひとつにあたる「林業労働 

君の就業動向調査結果」cもとづきながら、幡多地域 の林契労働 の動向 を県 下の他 3プロック 

(安芸、中央、高岡 ) と比校 しつつ、ﾡ多地域における林業労物の特徴をとらえたい。

ととろで、との就業動向調査は、県下55市町村のうち山村地に該当する1 5市町村と& 

山村地に該当する1町、合計1 6市町村を対後と して実施されていへるもので、総多地域では、 

地域中、大正、十和お び西土佐の山村地ﾡ 当の3 町村 がその対象 となってい る。

したがって、 木項6)では、これら3町村によってﾡ多地域を代丞表させるととにしたい。

なお、総多以外の地域プロック名と調査対象町村数を示すと、安芸プロック(3町村)、中 

央ブロック(6町村)、商岡】 ブロック ( 4 町村)となっている。

なか、 た、この細査でいら林働名とは、調査年度の前年または翌年に年間る0日以上

— 26 —

注) ( )は40年度を100.0とした数を示す

上掲表I一9から、ﾡ多地域Cおける林労働者総数は、40年を基的にした場合、41年 

では53%、42年までの2力年に1 1.5%すなわち年平均では5.86の合で少しており、 

この減少傾向は、県下の他の3地域ブロ ック にみられる傾向 よ り も、一ﾡいテンポでナすん 

でいるととがわかる。 ・

た、次掲表II -1 0C工 って上述の傾向を地域内る地区別にみると、十和、大正の両地区 

にいてはその改少傾向がさ らに一將頭密にみられ、西土佐地区とは対照的な傾向をみせてい 

る。すなわち、西土佐地区では、 20年度に比べ4 1年は59%被少しているが、・1年度に 

比べ4 2年魔は若干ながら増加を示している。その結果、同地区では、a 2年度における林業
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(単位:人・(内は%)

表E-10 林業幼者総数のﾡ移

地区一全ビ 4 0 4 1 2 2

大 正
451 ・ 

(1000.)

425-

C 942)

373

C 827)

十 和
44.8

(1000)

430

C 940)

364

( 818)

西土佐
60 7

(1 0 0.0 )

571

C 941)

59 6

( 98.2)

計
1.5 0 6

(100.0)

1,426

c 94.7)

1,333

( 885)

注) ( )は4 0年度を 100.0と した指数を示すo

労働者総数は 4 0 年度C比べ、1. 2 %の減少C とどまってい る。

表ロ-11 林業労働者の性別柄成(%)

ル区年U 4 0 4 1 4 2
男 84.? 7 9. 8

一............

85.3
大正

女 1 5.1 2 0. 2 1 4. 7

男 9 5. 1 91.4 9 2.6
十和

女 6.9 a 6 7. 4

羽 7&.3 742 7 4. 2
西土佐

女 2る.7 238 25.8

ﾡ 多

男 8.8 81.8 823

女 1 Q.2 1 &.2 1 7 7

男 9 24 836 833
県

女 7. 6 1 &. 4 1 & 7

注) 前掲表ロ-?お上びロ-10における林業労働者総数に 

ついて、性別構成を求めた。

b) 性別構成の推移

っきに、林業労働者の性別構成から、前述○3地区をみると、裂ロー11 に盤型したと 

と く、地域全体と しては、男性の合が 4 0年度の3 3.8%から 4 2年度では8 23%へ 

と減少(反対に、女性の割合が1 0.2%から1 7. 7 %へ と増加)の傾向をみせている。さ 

らに、3 地区内訳をみる と、全期間 (40～42年度) cわた り、男性 の割合が、十和で 

は91〜9 3%の7へ水的に、西土佐では 74〜7 6 % の低い 水準 にあり、それぞれ、# 

業労働名•の性別 構成の推移 から み て対照的な特役 をあらわしている。

表ロ-12 林系労 働者の年令構成 ( % )

地区 \度\
～1 9 20〜34 35～49

(35～59 )
5 0〜

( 6 0～
総数 (人)

4 0 4.0 3 0.8 て54i) て ?i) 451
大 正 4 1 4.2 30.4 4 7.8 1 7.6 425

4 2 1.3 23.1 523 233 575
4 0 ラ 3 8.6 C48) ( 4.2) 448

十 和 4 1 7.2 37.0 4 1.2 1 4.6 4 50
4 2 30 374 4 4.0 1 5.4 364
4 0 2.0 30.3 (623) ( 5.5) 60 7

西土佐 4 1 2.6 2 4.0 48.9 2 4.5 571
4 2 0.8 225 524 2 4.5 596
4 0 4.2 32? て567) ( 6.2) 1,506

幡 多 4 1 4.6 22.8 4 6.1 1 9.5 1,426

_42 ____ 1.6 24.8 500 2 1.6 1,333
4 0 1.9 3 0.7 (5A4) C 9.0) 5,380

県 4 1 20 2 7.9 4 6.9 23.2 5,184
4 2 0.8 2 5.3 423 2 4.6 5,057

注 1 ) 林楽労働者総数は前掲表 I-?お上び表I-1 0と一政 して るo

注2) 40年度では、41および42年度とﾡなり、第3、第4の年令階岡が、それぞれ
35～59才および60才以上となっているので、これを( )Cよって示した。
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○ ) 年令構成の推移

林業労の者の年令将成から、 上述の3地区を比べると、表ロー1 2c上って、3地区○ 

らち、とくC十和地区Cおいては 20～34 才の壮年令階層の占める合が相対的に大き

そ、 全期H( 40～4 2年度)にわたって3 8～39 %を維持していへるが、他の大正お 

よび西土佐両地区 では ともに、仝年令期施の割合が、・ 0年度の3 0～る1%から42年 

度には 2 3 %の水準へ と減少の傾向(他方では、50才、 60才以上の老年令階層の占め

る割合が増大)をﾡきにあらわしていへる。

a ) 雇用主体別就業構成

最後に、林業労働者の履用主休別就交将成から、3 地区を比較する。 、表I-13 

をみると、西土佐地区 では、る地区中営林器の履用ナる割合がもっとも大きく、24.8% 

を示している。また十和地区では、民間とりわけ「会社等の法人」の履用ナる割合が413 

%と他○地区に比べいへちじるしく大きい。ない、との「会社等の法人」○なかには、退業

協同組合が含まれている。ところで、十和地区Cおいて、この項目が 4 割を も 占めている. 

ところでこの点は、後なvで定していろ十和地区おいて、したけを住とした十川 

農風の林業生産部門に お必活発な活動を 紹介する ことに よって理解され よ う。

表ロ-13 林業労働者のﾡ用主体別就ﾡ柄成 -― 41 年---- (%)

ヽ

地

、の0用主体 
ピ

宮 林 署|県・市尚村 民 間
計

森林組合 会社等の法人 個 人

大 正 1 7. 8 9. 2 4. 0 2 8. 0 4 1.0 1 o ao

+ 和 1 . 6 3.4 2.8 41.9 323 1 o ao

西 土佐 2 4.8 0. 3 2.0 2 0. 2 52.7 1 0 Q.り

幡 多 21.4 る. 6 2 8 2 8. 5 4 &9 1000

県 2 0. 8 2 4 1 1.3 1 a 2 ・731000

(7) 木材伐採量——6地区を中心と した -

産出関係からとの地域、地区における林業生産活動 の特徴を知 りたいため、最近る力年にわ 

たる地域全休、地区別木材伐採量をﾡ味する。

付表9に、これ に必要な 原資 料を 掲げたが、幡多地域にかける木材伐探量総計は、昭和40

-30-

年度で25万m 41 ・42年比には30万rの水的を越し、 38万、33万mへと増加し 

ている。

これら地域の伐採総 及が県計 に 占める比率は、表ロー1 ・にげたごとく、 40・41 ・ 

42各年度にはそれぞれ、21 %、30%、2 8%の水的を示している。また、これを私、公 

国有別にみると、国有林では各年次いずれも上述の水4よりは高く、私、公有林では反対に低 

V。 したがって、この地域の木材産出については、国有林のウエイ トが:相対的に大きい。なお、

衣』-14 年次別、ﾡ多地域木材伐採の対県計比(%)

年度 私 公 田 総 計 伐採総量 (千x)

4 0 1 8.6 20.9 24.2 2 1.5 248

4 1 2 6.5 2 5.8 5 5.3 30.2 580

4 2 2 6.4 1 ◇.7 i 5 0.0 2 7.5 534

注) 付表?上り算出

私有林に むける この水準は、4 0年に比べ41 ・ 4 2年ではかなり上昇していることが注目 

される。

つきC、同 じく この木材伐採心の地域計に対 して前述。地区が占める対地域比を、丞I一1 5 

C示 した。

これに上ると、とれらe 地区の木材伐採の地域総a計に 占める割合は、40～42 年度に か 

けては、78%、77%、75%と年収が新しくなるにつれて微故している。この傾向の要因 

をみるため、同表の私、公、国右別内沢をみる と、その何向はﾡして、西土佐など北幡部 3 地 

区cおけ る国布林の伐採のウェイ トが相対的c 低く ま っているとと と結びついている。

とのことは、さらにまた、表I-1 6cよっても明らかになる。すなわち、 6地区の木材伐 

採量の保行形態別ﾡ成をると、民有林 と 国有林 では、4 04F度と41年便、4 2年度とで 

はクェイ トが逆転し、40年関4: 6 であった ものが、4 2年度では、6 ： 4 の割合で民有林 

のウェイ トが高く なっている。



注:) 付表 ?上り算出

表I-15 年次別、地区別木材伐探量の対地域止 C %)
毎地区分

私 有 公 有 田 4 _________ 計_____

大 正 1 24 66.9 1 0.5 1 5.6
昭

和
十 和 .7 -- 1 3.8

四
西土佐 1 9. 2 &.4 223 235

〇 中 村 20.5 1 5.8 as 1 &8
年

愛
三 原 24 3.4 一 1.2
宿 モ 1 5. 0 178 1 5る

・地域計 (-7 3.4 ) (915) ・(7ワ7) (7 B.0)
各多地域計 1 0 1 0 0. 0 100.0 1 0 00
大 正 &. 4 9 6.5 8. 9

昭 十 和 4. 0 一 6.5 5.2
和

四
西土佐 . 6 1 0.4 う 8
中 村 25.9 -- 1 z s 2 1.1

年

度

三 原 1. 8 -- 3.4 2.5
宿 毛 30.0 — 2 8. 0 2a4
・地域計 (777) (94.5) (745) (7&4)
ﾡ多 地域計 100.0 1 0 0.0 1000 1 0 0.0
大 正 43 9 0. 1 .5. 8 &.5

昭 十 和 5.1 — 1 23 7. 0
和

四
西土佐 6. 6 1 4.2 . 8
中 村 31.9 9. 2 1 5. 5 2 34

年 三 限 4.7 3. 7 4.2
関

宿 モ 2 2.6 2&と 2 4.0
6地域計 (752) (93.3) (74.1 ) (251)
機多地域計 . 100.0 100.0 100.0 1 00.0

—5 2 —

表ロー16 年別小、木材伐採量の保有形選別構成比(% )

区2 私 有 公 行 (小t=民有) 国 有 計

昭和40 年度

地区

ﾡ多地域

2 9. 8
40.3

7. 5
7. 7

(371)
(480)

6 2.9
5 20

1000
1000

昭和 41 年度

e 地 区

総多地域

48.2
48.6

2 1
2. 7

(503)
(513)

4.7
487

1 o ao
1000

銘和4 2年度

6地区

ﾡ多地域

5 5. 7
5 5. 8

t. 5
20

(572)
(578)

4 2.8
4 22

100.0
__ 1 0 0. 0

注)付表9より算出

8) 木炭生産量

古く より活発であったと地域における木炭生座は、敬後ではる 2年に 5.6万トン(県全体 

o42%)C運 した。しか し、そ○時点をビ ーク cそれ以後 5 7年ま でo5 カ 年間に生座量は 

円ほ半滅しる.0万トンC、また、 42年までの10力年間には32年当時の2割Cあたる 

12万トンC、それぞれ改少していへる。(第ロ-1 7表参照)ただし、このrゥないちちるし 

い/少をみせてはいる ものの、 現在との地域の木炭生産が県全体占めるウェイ トは、上述 

したる2年のピーク当時と変わりなく、 きわめて大さい。

との地域で生産される木炭のﾡﾡは、9割ちかくまで黒炭に上 って占められている。

木炭は、その8制内外が移山されている(第ロー1 8式お照)。なな、主な移出先きは大阪 

を中心と した関西方面。

地校内における木炭生証は、中村地区が仙地区に比べてずば抜けてシり、上述したる 2年o 
ビーク当時は地域全体の約3ﾡに当たる 1.5万トンC述していた。地域全体に占める中村地区 

○との比率は、今日でも変わりない。このこ とか ら、中村地区における林業生産の特徴を とら 

えょ 5 とする毋合、との木炭生産部門の存在を無桃でさないばかりでなく、その活動の災態に 

注目する必要がある。

1 た、中付地区 とゅ 接す る十和地区は、・ e 年頃 まででも、木炭生産量は地域○ ・ o 地区中
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表ロー17 木炭生産量・移出量 (トン)

\区分 生 産 量t
移 出 量

年 既\\ 白 炭 黒 炭

5 2 1 3,768 42,615 56,383 20.242

3 5 4,70? 37499 4 2,2 0 3 55804

3 4 6,221 34,662 42,883 34,001

3 5 3.9 5 8 40540 44,478 355,642

3 6 3,3 11 37375 4 0686 31,713

3 7 2.9 8 0 27542 30,522 2489 1

3 8 3.1 08 2 3.8 1 2 26,920 20,142

3 ? 2399 1 6,297 18,696 1 6,683

4 0 2,769 10,829 1 3,598 12844

4 1 2,274 10,746 1 5.G2 0 ・.7 1 4

4 2 1,909 10,299 1 2.208 10,257

ﾡ多務所ﾡ林ﾡ

-18 地区別木炭生産量 (トン)

地区〜年リ 5 2 3 7 4 1

中 村 14,819 8,5 9 4 4,007

宿 毛 8.7 1 0 4,457 2,370

土 佐清水 7.080 3,492 2.0 4 7

佐 2.5?2 1,2 5 2 5 1 8

大 正 6.407 3634 1,056

大 方 3.5 7 2 1.601 502

大 月 1.9,0 1 1.0 31 3S7

+ 和 30 1 5 1,004 528

西 土 佐 4,002 3,67 4 603

三 2.285
/ !

1,783 1,002

地 域 • 計 54383 30.522 1 5.0 20

ﾡ多事務所ﾡ林課調

下位から3〜4位にランクされていたか、3 7年項上り大月地区とともにﾡ下位 1～2位グル

ーブに属し、地域全に占めるウエイ トを少させている。(込ロ-1 8お照)。

(9) したけ生証

前項でみて きたごとく この地域における木炭生産○滋価向 と反対に、しいたけ生は年を 

退ってすナ上 昇傾向を示 してい る。

以下、表口- 1 9 を中心'に吟味をすすめる。

い、地域全体 のしいたけ 生産 lit が県計に 占める比率は、昭3 5年時点でナでに5 7. 3%c 

述しているか、以後上昇を示し、 42年には。4.6%の水地にまで違し、また、 35年を100 

とした生産数に上ると、県全体では、・ 2年には11 5と伸びているか 地域計ではそれを 

上ﾡり1 29C述していへる。したがって、この地域 は県全体からみた協合、最近にいたるにし 
・・・・

たが…ますます ま とまったはのしたけを生産しているエリ ア とみ られつつある。

ととろで、さらにこのしいたけ生i情を地域内部に立入ってみると、地域内1 0地区中、 

前述の「6地区」から三順、宿毛崎地区をのぞいた。 ボ、西土佐、中村および大正の 4 地区 

一にネいては、との生ui合計が術多地域全休のうづ以上に述している。このょゥな生産量 

○推移だけからでい、これら の 4 地区一帯が、総多地域のなかではしへたけ生産に関しては中 

心的な 生産地帯を形成 しているとみるととができょう。しかも、こ ○生産地の検に なってい 

る地区と して、生産でいえば他域全体の4 5%程度を占めているととろの十和地区があげら 

れる。

e 製休、チップ生産

作多地域Cおける製材工場は、 その数では、出和39年頃から今日Cいたろあいだ、 70工 

場のラインで終始している。しか・し、製材生座は39年の63千から、43年では90千 

へ と増加し、生産性の上昇を示 してい る。な か、消費 した製材用 ※材に 占める外材○割合は、 

昭和4る年度で、業材消費f1 0 8千mのうち2 1 千と約2割に述している。

チップエ場は、 工場故士よびチップ生産のために使用したハ木、廃材消費は、昭和3 9年 

以降今日まで、いずれも増加の一途をたどっている。ナなわち、チップ生産は、59年当時 

23工場(うち場業工場は9)cよって、 14千mの限木、廃材を取扱っていたが、 43年時 

点では、3 7工場 ( 9ち専業工場は1 2 )Kによって、5 9 千ボの項木、廃材を取扱うほどに拡 

大している。
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表ロー20 しいたけ生産量(K?) 生産ﾡ数(35年=100)

生産量のっ対地域比 (%)

地区-
昭35年 昭37年 昭40年 昭41年 昭4 2年

a 6 2.0 5 1 70,641 61.740 64,405 80649

十 和b 1 00 11 4 9? 1 0 4 1 50

C 44.3 4 3.0 3.8 4 3.1 446

& 34860 ・ 41,085 45,855 44,289 4 5.70 5

西土佐b 1 0 0 118 1 3 2 1 2 7 ,151

C 2 4.? 2 5.0 2 9.5 22.4 253

a 19,980 2 5.0 0 8 14,474 1 7436 25071

中 村b 1 0 0 11 5 7 2 87 125

C 1 4.3 1 4.0 .3 1 1.7 139

& 14,529.- .1 9,7 2 2 22270 11.4 6 7 14,755

大正b 1 00. ・・134.. 1 53 76 1 02

〇 1 0.4 1 2.0 1 4.4 7.7 a2

a 131.420 154,454 1る4,33? 137597 166178

(小計 ) b 100 ・ 11 8 102 1 05 126

C 9 8.1 ? 4.0 8 6.5 9 2.1 9 1.9

a 139,900 164,340 155.230 1 43,400 1 8 0,8 1 0
総 多 。

1 0 0 11 7 1 1 1 1 07 129
地域 計

C 1 00 1 0 0 1 0 0 100 100

a 244,000 2 6 5,。 0 0 260,000 241,000 280000
県 計・

b 1 0 0 1 09 1 0 7 99 115

県計対比(%) 573 62.0 5 9.7 6 2.0 64.6

注) a: しへたけ生産 b :生産指数 ○ :生の対地域比 

生産数 过 は 常多 務 所戯林課調べ

つき、これら製材、チップ生産の地区別L点をみると 製材 では、中村、宿毛 土佐済水

の3市C、また、チッブでは、それ ら 3 市のほか大正と 四土佐地区 を中心に、それぞれ立地 し

てる(付表 10、11 お照)。

チ ッ ブエ場のう ちに は、中村 市に所在ナ る 紀 州パル ブ直営の大収状な チ ッブ生産専用工場 

がある。この工場は、昭和3 1 年に高知県が、この地域の林産資びの開発と経済の投興を図る 

目的から設けている「高知県工場、事業場段代臭励条例」によ って 誘通した もので、年間約 

2 8 千ポの怪木を消化 してい、その原木乗荷区域は、中村地区はも と より 軽多地域一円 とさ 

らに隣接する朝岡郡ま でに も またがっている。との工場の画的なチップ問木の消化に rって、 

とれらの地域に女ける広業樹のチッブﾡ木としての利用、さらには拡大造林化、それを災さい 

に担当ナる組敬づく り (森林仙合活動など)をナすめる契機のひとつをつくっている。

域後に、製材業の世同合継についへて、これを的述 した中村、宿毛、 水の3市を中心に 

みると 中村地区に 4組合、宿毛地区に 3組合、土佐清水地区に1合○合計8の協同超合が 

設立されており、原木の共同購入、共同販、事業資金の貸付、技術の向上などかかげている。 

cれら 8協同紐合へ加入している組合員数は合計する と55名に達してかり、若干のものは重 

複して加入している。

・ともと、との地域にかける木材協同紐合は、官材払下げの目的で設立されたものが多いた 

か 上述した8の協同組合においても、隙木の共同嶋入を除いへては、実さい的な活動はほ とん 

どみられず、しかい、その「京木の共同購入に お、いて も 利害相反する点 を多く 露呈して いる現状 

cおかれている。

その現状を打開し地域における木材加工証業の進ﾡをはかるためには、まず、もって地域 

○なかに共同間木市場を設置ナるとと (現在、上述した 8 組合中、中村木材協同祖合がこれに 

お手 してい る)、ついで、製材製品の版死センクーを設立し、さらには、県外へむけて共同販 

売体制を確立するととなど滅多の課題と取組1 なければならない。

an 森林 組合

締多地域1 0地区には、1 2の森林組合がある。下表からも知られるとかり、十和地区に十 

川と昭和の、*た土佐水地区に土佐清水市西部と土佐洲水市東部というそれぞれ 2 つの細合 

がある以外は、 1地区1組合と5俗好になっている。

森林組合労務班の現況は、次表ロー21のとおり示される。

次掲表のごとく、昭和 4 3 年度末現在で、作業班を結成 してい る組合は、4G多12t合中?合 

Koiってへる。(佐ﾡ町の場合、班数と しては 1 つげられているがﾡ人数がゼロ とな っている 

ため、実質的な結成にまでは至っていないと解し、作業班を結成 している狙 合 としては数えあ
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注) (商知県 :森林組合一斉結果 - 4 3じ末ﾡ変施----- P24〜29より)

1,3 う 3人であった。上兆I - 2 1 から同 じく北幡部3地区に該当する4組合 (大正 ・昭和 ・ 

十川・西土佐)の班員数を集計すると420人となる。したがって、北ﾡ部を例にとると、転 

多地域にかけ る林業労® 者の振林ﾡ合作班への結集のi度は、約s 納記度 とみなされ る。

柞業班械別一伐出 •造林 •その他一の班員故は、ﾡ数の多い造林関係が712人で最も多い。

1班当たりの平均班眞数は、約1る人(伐出12人、適林1 4人)で、以全休の平均1 2人 

(伐出 11人、遊林13人)に比べ、若千多い。

変員のﾡ女別ﾡ岐を、伐出関係は ともかく と して基林関係についてみると、地域合計 7 1 2 

人中、 413人、女2? 9人で、6 : 4 の割合で前者が多い。との割合は、県全体の場合 と 

同様。

げなか った)。

作業班の内訳では、一般的な傾向と同じくとの地域でい、伐山関係の1 6C比べ造林関係は 

56とき めて多 く、各組合別にみる と宿毛が 15速( ナべてﾡ株 )で及も多く の班を擁 してい 

る。

作業班員数は、地域全体ではり 3 8人に述していそ。

いま、ここで、林業め者がどの程度との作業班に結集されていへるかについてP味してかき 

たい。

さ e にげた表 ロー?によると、北幡部 s 地区 の林業労働者総数 ( a査、年比は 42年)
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N 林業地域育成機能の現況

⑴ 視 点

前ﾡ 主 での紹 介に ェって、品多地域 に つい て つきのごと さ投つかの特徴点 を指摘 した。す 

たわち、表林査の的にみると、広葉機を主と した面積的な まと一士 りをもち、 その開発がた 

れており、しかも その林地の土通 条件は主要樹初、とりわけヒノキの適地であり、休業生産を 

進脱さる可能性を大きく政しているとと、地域経済自身は従来か.ら、この地域にひろく区存 

して»り、 井業をはじめとする第1次産業の振興こそか、と○地域の歩興に直結していろとと、 

つ最近まで、主要幹線道路力け® 筑のま まで残され、鉄道は延長計画が迎排せず、交通立地 

が:きわめて題い地域として残されてきたとと、人口の地域外への流出は、他の謎山村地域と同 

じく との地地も例外とな らず老 しい こと などであ った。

さて、われわれは、このrな地域的特後をもつ6多地域にかて地域頻県の口をみナ 

ためcは、地協のろくﾡ存する森林質のを行効に利用しながら、 さとさったひろがりをもった 

業の投入、産出活動の展開の可能性の、ふえん してい う と、その上 りな林業生産活島の場○ 

育成 すなわち 林業地域 を成するための 可能性の後突に とりかからな けれ ばならなve

ところで、本稿ではとの検案を、 つきのるつの側面からとりあげたい。

() 総多地域をめ ぐる開発施策展開の経体とそのK点。

( 公共投n動の実態と性格の把掘

われわれは、つぎのごとき理由から、こ — の側面を、とくic総多地域の分析にあたって

問題 と したい。

そもそい、地にa合 したか・たちで各産業部門が活動 し、地域ﾡ済○一ﾡを分担ナるた ・ 

にはt、そこに「ﾡ済価原」が形成されている必投がもる。

Wt、とのﾡ環を林業についてVえば

林業への投ﾡ   林栗生議の活発化-- 林業所得の実現    より拡大された 

林業投質 ——- 林業生潅の拡大——- 林業所得の増大 投探、生座、所得の伝 

大-一- (林築地域 の形成)

のごと を gが結びあっている必要があ る。

い、ﾡ多地域の林業 ○以状をみ る場合、f調D発の面 では広い編Uにわたって低位生産 

性の広葉樹林地が存在 し、これの ヒノ キな どを主と した高位生証性の用材林地への転換、ナ 

なわち拡大ﾡ林化が課題となっている。 た、その林業を とりまく 琛境の整備のために、さ 

通立地、巾•場条件の改善が要請さ れていろ(こ ○点は、林楽のみ な らず地域経済全般につ 

てえるととは、い9までもない。)

ととろで、このょゥな条件下にあるﾡ多地域の林業を摂興させ、こ○地域に、 *とまった 

林業の投入、産出 活加が行なわれる場、ナなわちとこでいク林業地域を商成し 林業○経済 

結無を形成させるためには、さずもってそ○林業のﾡ済術R○最初○取である「投資」が、 

まさしく初発として○起動力を発押ナるも○とみなナ必要がろる。と○前提に立って、林業 

を中心に、二地域経済の振典のために投ぜられている国 •県が投する公共投資 の実恋 と 性格を 

とらか、もって国 •黒が果たす林業地域育成法能を吟味する。

G 地域振興に関ナえ県事業

「県」の外たす府成限能 ○銀ﾡむよび、そ○実施状況 (地域における反応をも合め ) 

上alでは、主として国、国 ・県の公共事業にﾡ点をあてるが、Gbではは、県が独自に実施し 

ている「過疎対策事業」のなかに位置づけられている山村ﾡﾡ、林業振興にする県単収独事 

業のほ塾 実施状況 (地域で○反応をも含め)林業地域を育成するために「県」が果たナ機 

後を吟味する。

上述 した本 cおけろ問題意基に対する接近方法をへかにﾡ架 し、地域振興○課題を解

<iロ としクるか。そしてその反応が地域の中てどのようにあらわれているかを党明に トレ 

スナる ととか、われわれが着手 した本阳査研究の意図そのものにほかな らない。

本稿はそのための規初の習 年にあたるため、差し当たって上述 した 3 つの側面から、現在 

われわれが整備 しえたiW の結果 を以下示す。そ して、終立(V) でもふれるが、残ささる 

えなかった。多くの点は、次稿においてとりあげていくことを断ってかきたい。

2 y多を中心とした地域開発肺策の概要

体多地域に対する公共投盗の態と性格を知るためには、 まずはじめに、制度的な側面から、 

どo上 うな地域U発施策がとられて さ たか、その経緯を擅理 しておく 必ﾡがあろ う。

との地域が制度的なっらづけをもってスポッ トが当てられははじめた時点としては、こ○地域 

を心と した両対県の西南地域が、国土絶合開発法に よ る特定地域に指定された昭和 2 6年を 

あげることがでさる。しかし、この指定によ って、政も期待された政府の行財政上の特別援助 

が得られなかったことなどのために、消知県では同 じ小情をかかえている関係県と連けいを と 

り、昭和3 6年に、特定未開発促進協議会を結成 し、さら一燃、未開発地域 の開発 を改府に 

独く働さかけは じた。



幡多地域に対すろ県独自の取組みもとの時期から本格化しはじた。 ナなわち 本庁内に企 

面 管理部を 新設 し、 39年11月には、 「幡多地域る ○総 合開発 を促進 するとともに、近、複 

雑高度化する行政内容に対処して行政選営の計面化 と総合性を雖保する」 注 ・ ) 目的をも 

って、従米の幡多地方産業事務所を改組し、新たに高知県幅多事務所を設置した。

さらまた、この地域を対象とした地域開発計画の作成とそれの実行照査が、各年度ごとに 

行なわれている。 ナなわち、滞渕県政は、去る昭和4 0年に、高知状経済明発 計画およびこの 

悔多地域 を中軸とした「西南地域開発基木計西」を策定 した。

この本計面における計画の意義につへては、 「本県西南地域は広大な 面位 を もち、A林水 

a観光等の豊富な資原をﾡ存し、かつ、開発○可能性を秘めながらい、地理的条件、交通運崎 

体系の未整備等により、開発が遅れている。従って、との地域の開発計聞を策定するととは、 

本県経済発展上非常に重要なととであり、かつ、大きな意義をもつ」と述べられている。

幅多地域については、上述の本計画の意義を一歩具体化させる埋旨から、生産面と施設面 

を中心にした「ﾡ多地域開発の基木方向し案」が、昭和4 0年4月 県に上 って作成された 

そして、ここでの実施計画 と 実績が毎年照合 さ れ、県経済開発計画 のt画と実ﾡ とともに、公 

我されている。

ここ で示されている開発 の方向は、つきの4点にﾡ約するととができる。 注2 )

① 産業の振興の点を、第1次産業ならびに観光におき、第2次座業はそれらの発展と○関 

速において振興させる。

② 上記○を推進させるために、地域全体にわたる広域的視野にたって、层林水屋菜の生;;、 

流通対策をたて、あわせて農林水産関連産業をも育成してゆく。

③ 上記③を進展させるためには、地域内部において、自然的、社会を済的諸条件の遊いを明 

らかに したう え で、各配発のもつ特性を反映させた広ﾡ的な逆携を各産業間に もたせる。

③ 生活塚境 西c あけ る施 没 の充実 を は か る。

昭和44年3月に、上述の「基本方向」(業)、以の明発総合計画 や急連な 地域社会俺i 

の変ぼう に対応 できろ よ うな計画にナろため、調整都され、新たKに「基本方向」(改町※) 

注s )が出された。

ことで注目される点として、とくC、つ各の3点をあげた。

第1は、産第の発援のため9は、幡多地域のなかも さらに、さきにわれわれが北幅、中部 

と海岸にわけたとととαて、山l、中ll 海岸のる地帯に区分し、それら各地構相互の連がと

分担関係を明確に してゆ こらと してい る点であり、第 2 は、地域社会の変 う C対応するため 

従来の市町村域 を地えた広域的な、生活圏 ( 函齐社会他】) 設と定の方向を打ち出 している点、羽

5 に、「開発推進にあたって○心ﾡえ」として、地域U発にあたって、地域住民の自主的エネ 

ルギーをﾡ く 抽 してい る点でゃ る。

以下、とれらにかかわる点を引用紹介したい(いずれも、はa楽上り引用)。

「産業発にあたって、日総的、地理的条件および産業形態等を考慮して、おかむね山間、 

中間、海岸の地に区分し それぞれの特性に応じた開発を行なうものとし、またそれそれの 

地裕○有ﾡ的結合により相がした役り を分担しながら地域全体○座業発ﾡをはかる」( P 2 )

「従来の市町村境界外を越えて、地方中小ﾡ市である中村市、宿毛市、土佐水市を中心に、

吗辺の核集落、 ちと を 仃域的;に點合する ととに、各集落:网 ずる生活道 や社会 生活 a 境施没

○合理的な整備をはかり、住み よい広域 生活圏の整 倒 を推進する」(Pe)

「地域開発は、県独の力 で述成で e る性ﾡの も のでな く 、 県に おいて実行手ﾡを有ナも の 

については、 もちろん県が誠か・つ逃力に推しなければたいが、地域開発の継はむしろ地域 

住民の盛りあがるん意と自主的努力の枯果にあると と を十分認a しなければならない。(Pe)

なか、昭和4 4年4月、記多地方事務所のﾡ情が一部改正され、従来の開発総務課から開発 

関係が分触 し、新たに開発室を設け、開発企画の窓口を明確にさせる体制をとろょ9になった。 

由 1) 高知県 : 西商地域開発逃本計歯 P1 M和40年3月

2) 商知:ﾡ多地ﾡい発の基木方向(突) P8 昭和40年4月

出 3 ) 高知県術多地方事 所 : 帳多地域開発 ○基木方向 (改訂楽 ) 昭和44年3月

公共投資活動の実態と性格

a ) 高知 と 全国の比絞

全国冬地域 を地域経済の進展の程度に応 じて区分 しながら、全国的なその進ﾡからいえ

に後進地域に概する高知県における公共投資のもつ性格を吟味し、かっ位殴づけをはっき 

りさせたい。

こ―国比按のために、ここ では 自 治省が延年発表 してい る「行政投資実績報告書」を 

用いることにする。

なか、以下では、公共投資=行政投資と解して用いる。

いま、昭和 3 5・38 ・4 0年について、上記報告書から、投資対象の諸部門を、国土

保全、ぬ林水産、座業益盤、社会福祉の4部門に統t合したうえで、各年次ごとに、行政投
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資額の部門別構成比を整ﾡしたとところ、図『一 1 のごとく示すととができる。

函『一1 行政投資の部門別構成比

20 40

(知1 ・全国 -

cc

" 位(%)

80______ ___ 100

昭う 5年
田土保全 

(235)
農体水ﾡ

!(127
座業盤 

(3 3.9)
社会福祉な と

(1Z9)___

商 •

1

T--
1 '

.昭58年 (285) (128) (3 8?) (198)

知

7
/ 7 • - •

昭4 0年 (2s2) (120)| (418) (196)

20 40 60* 80 100

(日治行:昭和35・38・41 年出格道府県別行政投質等

. :試潤査報告よりﾡ出)

上掲凶『一1よると 全国的にみると後進地地にﾡする高知Cおては、全国地域に比べ 

国土保全および農林水産部門への投ﾡのウエク トが大き く、他方、社会福祉部門への投資のウ 

エク トが小さいという特徴を も っていることがわかる。

なか との出告書では国有鉄関係はﾡ入されていないため、後項でぜん网 らかに してゆ 

e たいが、高知の ごとく、ﾡ近と くに至業部門に該 当 する鉄道ﾡ設に ともな ○公共投資 をも加 

#したうえでの、この耐門にかける柄成比の加傾向は、とoピr-1 の限り では十分示され 

ない。

ともあれ、後進地域にMする高5知1の場合にみられる公共投資には、資源開発型投資としての 

性格が曲 若に示されている。 -

b)播多と全mとの比较

前項ia )に指摘したﾡびU発型投資の性格が、段近におい て、高知帆全体 と 幡多地城 と 

を比較しながら、どの上うにあらわれているか降今味したい。

ただし、木小b )で用いる資料は県が公衣している「経済開発計画実技報告書」にtっ 

てかり、しか.も県全体と幡多両者Cつへて続計数位の統一をはかる選味から、 「社会福祉」 

関係を除かざるをえなかった。

さて、B4 1年使にかける部"別. 県、幡多地域別公共投資額とそ○構成比は、上掲和 

告書から、投『-1 のとおりﾡ理して示ナととでで る。

との表『一1によると、昭41 年山Cおけ る公共投資総額は県全体で 1 89億円に述し、 

幅多はそのりちの約るﾡにあたる5 5億を占めている。これら県、箍多それぞれの投資総 

額に占める各部門○構岐比をみると、大分した4部門では、ﾡ多○場合、田土保全部門 

が県の11.5%c対して1 Q.4%とや小さいへ。農林水産部門は県○2 5.1%に対して 

2 0.0%と小さい。他方産業姫盤部門は。i.0%に対し。 4%と大きい。

つさ、 それら4分の細内訳にしたがいへ全県と幅多を比べると。幅多にはと くにっぎ 

○特徴点がみられる。すなわち、全県に比べ燃多では、国土保全部門 の うちの円川關係の 

円成比が大色 く、さらc、配染基盤部門のっちの鉄造の構成比がきしく大さい。また、反 

対に、産業基盤部門のうちの池科、ならびにA業、林業、水産栗の構成比はいずれ も 小さ 

wo *

ナなわち、M和4 1年度とへう近○一時点に立つ隊り、ﾡ多地域○開発のために投ぜ 

られている公共投資は、地域のかう.れている渋水な どの気象災害の磔発のいちじるしい 自 

隠条件から地域の土地をは じめ とする諸資源の保全をはかるため、国土保全の っちとくc 

河川部門、な らびにとの地域が今日 ま でおかれてき た経済交件、と y わけ交通条件のお く



-1 部門別公共投ﾡの現況 (41年)

- 全 県 俗 多

(千万円) % (キ円) %

国土 保 全 2 1 8 11.5 58 10.6

治 山 52 2.9 5 09

砂 防 55 2.9 1 0 1.8

河 川 他 111 5.8 43 79

良 林 水産 4 74 2 5.1 1 D 9 20.0

農 業 1 60 a. 56 6.6

林 楽 23 ? 1 26 55 1 ai

水 産 75 4.1 1 8 53

商 工 裁 光 46 2.4 J 69.4

産 業 基 盤 1,1 52 6 1.0 378

路 69? 570 1 3 3 2 4.4

鉄 i 292 15.8 233 4 2.8

港 湾 154 8.2 1 2 22

計 1,820 1 0 0.0 54 5 1 0 0.0

なわち この地放のなかれている自然条件の特災性から、土地などの造資源を保全 し、

た、交通糸件の劣慰性の打開をはかる価域=産業基盤部門に向けられている。愛るに、 

M地域に対する公共投資は、全国的にみた場合資源開発型と特徴づけられた高知県の場 

合よりか さらにその一 歩 的 の段出、いいか.えると、資嬲発のための条件整備型とでも 

林しうる性格をもっている。

つきに、とれから公共投ﾡの財び内がを、上ﾡ表N一1から、播多について示すと、表 

『一2のとかりであって、その。～9割度は、国お上び県ﾡよりなっており、それに、さらに 

公社、 公国 などの融資をも加えろと、ほとんどの部門で公共投資総額の9割以上がそれら 

上って占めてる。いかえると、市町村の負担は1割程度となっている。なか、上述 

の因お上び県費の内容は、国および県が行な う直結お上び補助事業費をさ している。

表『一2 播多地域における 部門別公共投資財源内訳(%)

注1) 高知県:高知県経済発計画昭和41年度災ﾡ報告書 P11

高知県: 幡多地域開発
注 2 ) 部門分割は上記 1 ) の引用文献に したがった。

木材加工は商工刈光C 含まれていろ。

—— 昭和 4 1 年度-----

(幅 多) 県 費 市町村費 その他 t

A林水産部門 5 1.6 1 5.4 &.0 2 7.0 1 0 0.0

農 業 38.8 1 3.0 6.9 4 1.3 1 0 0.0

林 楽 6 0.0 1 22 4.4 2 3.4 1 0 Q.0

水産業 5 1.2 30.3 .4 9.1 1 0 Q.o

商工報光 4 5.0 49.8 5.2 — 1 0 Q.0

産業基盤 22.7 1 3.6 2.0 6 1.7 1 o ao

国工保全 7 77 1 9.5 2.8 100.0

バ
上 り 作成

れをと り も どすことをはかるたか、産文2盤の うち とく；て鉄道部网、の両者に 近点がむか 

れている。そして、路80発○中心的ないへ手とな る農林水産部門へ とくﾡ多地域にかい 

ては、前( ロ )で明らかCしてきたどと く、ぬ水度の各部門が地域接済の中心的存在 

cあ るに ・ 拘らず、ﾡ多地域 cかけ る これ ら の部門へ投げられ てい る公共投資 は上掲奏 ○ 

構成比に示されるごとく、県全体の場合にみられろ傾向に比べて小さい。

したがって、以上のことから、幡多地域に対ナる公共投資の重点は、農林水密部"とい 

り、この地ﾡの開発の緒口を担ら中心的な産業部門c向けられる上りも、その前の及ﾡ、 

注) 本表は 前掲表 W-1のﾡ注目文献より作成。

°) 般近の林業部門に おけ る公共投路 の特徴-一 •例多 と全県 と の比校---

前項り ) ではは、ﾡ近 (昭和41年度 )に女ける産業全股から、県 との対比 で幡多地域、

*たそのなかの林業のもつ特徴を知るととができた。

つきC、本項c )では、その林業部"にみられる特後を、その内部に立入って検討 した 

いe そのためC、前項 o ) と同 じ昭和 4 1年度とともに、さ らrc昭和 4 0 年度をも加え、 

ﾡ近の2時点における林業部門の公共投資内訳を、県と多につて整ﾡした。その結果
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は表I一る、I-4のとうり示すことができ るo

表I一る 林業関係部門別公共投資額 (単位千円 )

---- 年 匹

、地------ 

部 門 綾

昭和4 1年座 田和4 0年度

商知 県 幡 多 75 知 県 幡 多

a国有杯通事楽 580000 1.5 1,600 7 09.4 7 2 127449

b民有林道事業 701.771 8.7637 637904 ・889?

C国有林遊林事業 164,233 52,836 134,282 4 6,9 0 9

a民有林遊林事業 6 7 4.94 1 2 0 1,045 55 9,。 4 5 114306

・木炭流通対策事業 2.82 6 1.7 7 6 1.2 9 6 604

・広業ﾡ生産合理化対策事業 7748 2200

&林業公社補助 1 ?.1 38 7395 11.8 0 5

h林発構基事業 1 66,49? 30,231 6 4.9 7 0 -
iい 営 林 亭 楽 7 6.4 2 0 17148 7 2.1 71 1 4,86 7

i ____________________
2.3 93,576 551,868 2.1 71.645 355032

表I一4 林業関係部門別公共投資の編成比 (%) と対前年比

萍 昭和 4 1 年出 昭和4 0年度 対0年比。1 年/4 0年

県___ ﾡ多__ 県 ﾡ 多

------・---- 
県 ﾡ 多

2 4.2 2 7.5 ・327 5 5.9 Q.8 1.2

2 9.5 1 5.9 29.4 1 38 1.1 1.8

・ 6.9 9.6 42 1 5.2 1.2 1.1

2 8.2 36.4 24.8 3 27 1.5 1.7

・ 0.1 0.3 0.1 0.2 2.2 29

as 0.4 — 一 一 一

a 0.8 ・13 05 — 1.6 一

7.。 5.5 3.0 一 2.6 一

1 |"。 3.1 3.3 4.2 1.1 1.2

計 1000 1 0 0.0 1 00.0 1 0 Q.0 1.1 1.6

注 ) 表側の A ～ i 記お、前掲I一 5 表の表側部門名 と一 致。 表一3より 出。

注 1 ) 75知県と: 高知県経済開発計画 昭和 4 0 年実紙報告書 P65 

71県: 高知県経済開発計画 昭和 4 1 年度突績報告書 P 4 ・ 

高知県: ﾡ多地域開発 昭和4 0年度実績報告書 P36 

高知県 : 幡多地域 開発 昭和 4 1 年度実太報告書 P37ty

上表『-3 のごとく 林業関係の公共投資は4 0年どから41 年出へむけては、黙全体に 

ャける回有林道事業をのぞき、すべて地加してあり、総額では、県全体が2 &9千万円で前年 

度より 1.1倍増、伝多が5.5千万円で1.。倍を示していへる。

いま、林業関係各事業別投資訓○対前年度比を表『一4からみると、播多地域の民制出道 

業(b)、全地林事業 ( a )か上び木炭流通対策事業 ( e ) 関係の各投資額は、県全体にみ 

られ る増加価向 より もさ ら纥大きく、注日される。

+ た、同 じ くﾡ『一4 か ら、林業部門合計に占め る各事業への投質額の情成比をみると ・ 

多地に ャけ る民有林逃林、林業事業関係へ○投資の増加傾向が、他の事業に比べいち じ a I 

く大きく、とり わけ、民有林造林事業関係は大さ く、40年度の327%から41 年度には、
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5 &4%と増大し 41 年度では、林業関係各事業中で、もっとも公共投資のウエイ トの大 

きい項目として位置づけされている。

したがって、幡多地域に おける般近の林業部門への公共投資は、この地域の民有林にひろく 存 

感すナる天然広葉樹林地の人工林化への転換とい 、この地域 の林業が直面させられて いる課題に 

対して、その重点をおいていることがわかる。

d) 「公共投資」の部門別推計 と特徴

i) 推計ﾡ四

前項ib )、c )忆 かける吟味は、時点が最近Cなし2時点に限られていた。県○ 

公表質料から、ﾡ全休と術多を項日の統一をはかりながら比収するとなると、 そのよ9 

C最近時点のデーターにﾡられてくる。

林業に集点 をかきながら、格多地域 の経済の開発に公共投資が果 して さ た役割 り を過 

跡したいへとへう本(N )のねらいからいえば、考察の期間をいま少しひろげたい。し 

かし、そのためには、年次的に統一のとれた関係資料は公表されていないため、おれわ



れ自身が、公共投資に関するそのときどきの制度をふまえながら、しかも、炎近県から 

発表された前述の公表数価Cちか・いへ内容をフ * ロー しえたデーター を、しかも時系列的

推計 しなければな らなかった。

そこで推計にまつわる諸手順を吟味しながら、これに着手することにした。幸い、黒 

の関係部課をはじめ、その他の関係ﾡ関から推計に必ﾡな資料について、多くの優宜が 

与えられたので、時間的には予想外に かかったが、ここに、昭和る 5年度から昭和41 

年度までの7力年にわたり推計ナるととができた。

推計にあたりわれわれは、格多地域に対して、地域外から投ぜられた公共投資を明ら 

か したい とい 立場をとった。このため推計に当 っては、国および県から修多地域へ 

投げられる直階および補助事業費ならび国有鉄道関係の業賞を対象と した。したが 

って、ことでは、公共投質の一部を占める地域=市町村負担分(前掲『一2表に上ると、 

各部門 と%、投資合計の 1 割程度 ) や国有鉄泣以外の公社、公団か・ ら の独資立 ど対 

象外とした。

上述の範囲のもとで、われわれが行なったﾡ計を、さきに掲げたﾡから公表されたも 

のと区別する ため、以下「公共投資」と「」を付けるととにナる。

なか、林業部門の一部を構成する「国有林林道事業、全遊林事業」および水速 您:门 

Kつては、推計のための必要資料の収集が終っていないため、今回の「公共投資」推 

計作契からは除いた。

かく のごとく、 「公共投資」○推計にあたってはﾡ点にもわたり似定づけをせざるを 

えなか った。

このょゥな一種の限定づきではあるが、われわれが、最近7力年にわたって推計した 

「公共投資」が、県公表 の % のを どの程度 フォロー しているかの点を検时 して お く 必要 

がるる。

ととろで、このHの公共投資額を県が公表しはじめたのつへ最近のととなので、止 

教時点としては、手元の資料からは昭和41 年度のしかとりあげるととができない。

さて、前掲『一1かよびその順資料となった高知県座済開発突ﾡ書、全転多地域実 

績書から、県公表の投資額をわれわれが「公共投資」の推計作業を行なった範四を同一

しながら集計し直し、それと付表『一1に掲げた「公共投資額」を比校 してみると、 

後者はm者に対 し、県絶計 では 8 か 紀多地域計では 7 割程度相当 してる。

したがって、われわれの推計作業の過程ではしばしば予思も しなかったデーターの不

通な どの間に出会ったも 向ら ず、県公表価 との 差を 2～3 程度に抑ええた。

さきにも ふれたご と く、われわれの推計はル近 7 年間にわた って行な ったが、それ 

も この秋の公表資料が時系列的に、また地域別になされていなかったがたがにほかな ら 

ず、双方の比ﾡを。0年関以前にさかのほるととは不可能なととろである。

以上のごと を 幾つかの现由から、われわれが推計した4 1 年拠以外の推計位の信額性 

も、ここ ではひとまず、上述した4 1年度の場合と同様とみなすととにする。

i) 推計「公共投路」額○推移 と特後

さて、われわれが行なったﾡ和35年度から4 1年度○7力年にわたる産業部門別

「公共投車」の○推計部いiび全「投資」の県、幅谷 地破別構成比 と庶計 の 希多に 対する 

投資割合を、付表『一1、表N一5に示した。さらに、上述○投資合は図N-2に、 

また構成比は図 W -3にそれぞれ図示した。

第『一5表「公共投」の、然多地域別構成比 と県計 の播多に対する投資勘合 (単位%)

空2一 産業基ぬ 田土保全 商工業 林 業

昭55年
投資割合

72
82

(41)

1 7 
9

(29)
0

(17)

5
・

(47)

ラ
5

・(25)

1 0 0
1 0 0
(36)

昭36年

全 県

幡 多
投 資 割 合

7 1
57

(30)

1 8
2 7

(19)

1
0

( 1)

2
7

(33)

8
9

(14)

100
1 Q 0
(12)

昭37年

全 票
幡 多

投資割合

7 1
63

(13)

1 7
20

(17)

2
0

( 4)

4
7

(29)

7
1 0

(22)

100
100
(15)

昭3,8年

全 票

幡 多

投資創合

56
65

<24)

2 3
21

(19)

2
0

( 1)

6
7

(2)

1 3
7

(12)

100
1 0 0
(21)

昭39年

全 梨
価 多

投資割 合

7 0
74

(24)

1 7
1 7

(20 )

1
0

C 7)

5
5

(21)

7
4

(13)

100
100
(20)

昭40年

投 資 割 合

73
8 1

(23)

1 4
1 0

(16)

1
1

(11)

5
5

(21)

7
3

(11)

TUU
1 0 0
(21)

昭41年

全 東 

幡 多 

投資切合

73
01

(28)

1 4
9

(15)

1
0

(11)

4
・ 5

(26)

8
5

(1e)

1 0 0
1 o 0
(25)

注 ) ここでい投資割合とは、県全体の「公共投資」c対 してﾡ多地ﾡの占める比率をさす。

付表I-1 とりﾡ定o
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A: 産采き盤部門 

3 : 国土保全部門 
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3 :林業部門

凡 例図『-3 「公共投資」の部門別構成比の推移
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上図『一2、図I-るにもとずて、県と対比しながら術多地域における部門別「公共投 

資」○推移過程にみられろ特後をと り出 したい。

いな、35年度から41年度の7年の期間について、図し一2 から、ﾡ多地域に対する 

「投資制合」をみる。*ず株業部門はとの期間全般を通じ 軽数技の傾向を、農業部門では

林業部門にみられる より もさ ら に就ぎな減少傾向 を、ま た、土保全部門はほ水平傾向、産 

業基登部門は 3 7 年度 注 1) で極ﾡにダウ ンをみせたも のの次年じから上昇傾向をみせてか 

り、農林業部門での減少傾向に対 して農林災に : る資原開発 を支え る産業基登部門で○常加傾 

向とへ う対照的な傾向のあらわれている こと力; 指故 でき ろ。

したがって、との指摘は、幡多地域に対す%「公共投資」○重点が移動する状態をﾡ勢的に 

とらええたととになる。すなわち、さきに第3)項で技近における投資の重点について述べたと 

同様に、幡多地域では3 5年から最近にいたる期尚についてみても、農林業のごとく地域にﾡ 
・ ・ ・・

存する土地資源を中心と したﾡぷ開発の担い手となる産業へへの投資より も、それらの産業を進
・

腰させるために必要な交通条件の整備な ど産業の基盤部門へ投資の史点がかかれて推移 してい 

る。

注 ) 産業基盤部門において 3 7 年度で投資3合Cいちじる しいグッ ンがみられる。とれは、 

3 7年当時A江線(ﾡ川一江川崎間)がグム建設にかかわる紛争のために、 工事を中断 

したことが大きい原因となっている。

つgに、図W一3から、同じく 3 5年度〜4 1 年度の 7 カ年の期間について、年度ごとに 

「公共投資」の部門別構成比を吟味 してみる と、上述で指摘 した投資の傾向 を、さらに堺都に 

知るととができる。 ナなわち、因N一3の下ﾡに掲げた術多地域のっちの^、すなわち産業卷 

部門の「公共投資」か、地域全体に占める構成比は3 8年頃が ら急c増大してかり、他方、 

農林業とりわけ林業部門が全休に占めるﾡ成比は3 7～る 8年頃からひきつづき小さ くな。て 

い ろ。

e) 林業部門内部における「公共投資」の推移 と特徴

さてここ で、前述の部門別「公共投資」のなかから林業部門に焦点をあて、造林、林道 

など部門 の内部で「公共投資」の重点がどの 9に推秒 してるかをﾡ味したい。

’ そのため: まず、前した付ﾡN一1作般のための策計デークーから、林業部門各項目 

をとりだし、.年度別「公共投資」を、付表『一2に示した。そしてつきに、全付表『一2

から、「公共投資」の年度別構成比(%) と、進林、林道両項目「公共投資」○年度別比
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ﾡについて、これを表I-6に示したo

表『-6 年度別林業関係「公共投資」構成比 ( %)

適 林 林 池 林業構造改善 その他 計

s 5 5 1.1 4 8.9 — — 1 o 9 ロ

へ 36 4 3.3 5 6.7 — 1000

全る7 4 .? 5 0.1 — — .1000

県38 38.3 6 1.0 — 0.7 1 0 0,0

ごる? 3 4.8 6 43 — 0.9 1000

4 0 2&4 6 5.6 5.2 Q.8 100.0

4 1 2 6.5 6 1.1 11.6 aa 1000

造 お 林 道 林業構造改善 その他 計

5 5 68.2 5 1.8 — — 100.0

～8。 4 9.8 5 0.2 — — 1 0 0.0

ﾡ 8 7 7 5.9 2 4.1 — — 1 0 0.0

多3 8 6 4.7 3 1.9 — 5.4 100.0

〜る9 6 0.4 37.5 2.1 1 0 Q.0

4 0 5 8.9 3 9.5 — 1.6 100.0

4 1 4 4.1 ・ 2.3 1 2.4 1.2 1000

注 1) 「そのfu」項目C 育種 害虫成除関係(細は、付表N-2 に記)。

2 ) 造林 と道の構成比を各年ﾡごと で比較 し、50 ッ%以上の格差を示ナ場合について、 

その構成の大きいものCア ンダーライ ンを付した。

上表『-°よると 林業部門の「公共投資」は、とうぜんのととながら、全期間を通じ 

て、その大宏は、名林 と林適関係 (くわしく は、従※から民有林に対して行なわれている述林 

事業補取、林道開設事業仙助)によって占められている。ただし、この推計にさいしては、最 

近登場 し、実施に杉 さ れつつめる林業構造改善联茶 ( こ と では、事業費の 7 〜 8 内外が林道 

関係にあてられていろ)を、上述の造林、林道項目から区別 し、別掲の扱いとした。
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さらC、それら造林 と林道の「公共投資」を全じく表『一4の柄成比に上って比べると衣 

に付したアンダー ライ ン(全表脚注2る照)の状勝からわかるととく、県全般の場合には推計 

全期間をじて、ほして林池関係ﾡ成比が大きい特後を示していへるが、幅多地域 の場合には、上 

述の県全般にみられる特後と対照的C復林関係ﾡ成比が大きい。

さきに前項。)で、県公表デークーによって、―近時点 では あるが、軽多地域 における林業 

投資のE点が林業内部においては、民有林のな林関係におかれてい ると と をﾡ した。と とろ 

で、との指は、上述したごとく、われわれの推計結果によって、最近時点のみならず昭和3 

年度時点以降今日 までの期間について も同様にえると とがわかった。

t)1とめ

以上のごとく、後進地型に因する術多C別発のために国 ・県から投せられる公共投資○ 

最近における推移を過跡した結果、田 •娘が拓多地域の開発、林業地域の育成に果たす演 

能の特徴点 として、つぎの2点をﾡ摘するととが、できる。

① 地域全般からみ る と、国 ・県は、地域における鉄道や道路の研設、補修および河川の:、 

修などに、公共投路の点を士き、幅多におけそ地域振興の突破口をり農林業資の発 

をスムーズに展開させるための基製的条件の整備をすすめていろ。

② さ らに林業部門 の内容につい てみると、国 ・ 県は全県に比べ幡多地域に対 し 林ﾡ関係 

各事業の 5ち、とり わけ民有林の造林"業へ大 e く 傾斜 した投資活動を行ない。も っ て 

この地域におへ て広 く存賊してい る天然広葉樹林地の人工林化への転換、林業地域の育版 

をすすめ てい る。

'*。 ・ • • • • " ・

(り 地域振興C関すナる県業- --「県」の果たす育成機能一… の殿斐、お上び実施状況と反応

a) 商高知県過疎対ぶ特別事業一覧と総合融資制関

本ﾡで以下とり上げたい林業・山村振興に関する県業は、いずれも県の「過球対策 

特別事業」の体系 のな かで位づけされてい る も ので、ま は じめに、その事発の休系 を 

紹介ナると、次図W一4のごとくになろ。 ,

さて、本稿では、呉が手がけるとれら諾事染のっちから、 "林業地を育成ナる機能を発 

押するもの ・ と ら点に視点をあき、.上記過疎対策総合融資制度 のな かの③と③、ならび

c山村振興特別対策事業の 3 つを対象に、転多地域Cあける実施状況を も合わせつつを)

対
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図I-4 商5知県過疎対持別事楽一

•基侔生活活整備補助金の新新

-基伴生活道貸付金の新設

既定貸付金の道路整(充当
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-①農山村抜資金

林第関係では、( したけ同木武金、全施載資金、木炭ﾡ木ﾡ入

資金な ど )

一②駐業供継者資金

③農山村特証州強資金

しへたけ生産への利子補給な ど ・

- ③多頭経営農家育成資金

- ③弥座経営用地取得資金

- ③地団契約造林長励事発資金

- ②林菜経営受託促進事業資金

_ ③ (木材チ ッ エ英推進合ﾡ化資金 ) 3000万

一山村振興特別対

--漁業振共特別対策

7

生
活
す
境
蜕
倒
ゆ
加

格米治 ・受ちぬ監備

•炭山漁村住宅整備資金 

医助特別対策

一へき地®獲所運営補助

; 冬 「農村御村災落補強事業

〜-十集落移転対策

番,し推道対ﾡ

11173

田 1) 商知県過疎対策推進木部 : 過染対策資料(44・11) P2〜る

2) ( )内数価は、・4年度の業費(単位千万円)

8 ) 做資枠 1 1 3 も 単位は千万円

4 ) 的資制 族 の@ 濟目 は、45年度より の新規のる の



したVo

ところで、 上記③と③の陰資制度の紹介化さきだちことこで、 その融質制どについでき 

旨、施策の内容、制度の運用について若千述べておきたい。

(風 旨)

「県下 (高知 ) の農山漁村にかける人口 の急激な 減少、人口構成の弱休化等に伴いいわ 

ゆる過疎 現象 のみられる地域、も しくはその現象のかとるかそれのある地域の現状に対処 

ナるためには、道路柄の整係、座業の授興、生活ふ施設の接偏をはかる必要がある」と

して、それが対策の一項として、この制度を没けたとしている。

そして、具体的には、 つぎの%点をねらっている。

r 1. 枝集藩 •ま ちならびに辺地等にかる公共的施設の総合的かつ計画的な整備を促進い、 

地域住民の生活の安定をはかるとと。

2 祖林漁業後継者 のため の、住宅 の新築 w たは改善、ならびに股林茶の宮改普に資 

するととも、後継者の確保をかるとと。

& . 農山村にかける特産を増ﾡし、市産の摂県と造林事業の拡大推、&林業経営の安

定をはかり、地域産業を振典すること」・

(施策の内容)

「ﾡ(高知)は、前項の趣旨にもとづき市町、R林漁業団、農林漁業者等に対し 辭

度予算の範囲内にかいて事業資金 の貸付け、 または利子補給な らびに補助金の交付を行な

ゥ も のとする。j

(制度の運用)

「1. 国県 の各種資金 を地域の実態C即 してeめ 細か く活用川 ナるととともに、過球地域対 

策と有機的に結びついた退用をはかるものと し、との制度にづく事業の進行書理は関保 

陵関におい て、適確に実施する ものとする。 2 3.は略」。

b ) 高知見山村姗き特別対策事業(県単山振興小業)

i ) 制度 の概囲

「本県 の山村地域 におい ては、林業たはとれ付ﾡする業C依存し 山業を従と 

して生計を立てているみ問な履林家が多 くその所得は平地慮家に くらべて格段の差があ 

る。

従 っ て、これ ら%ﾡ風林家 の所得を増大し生活水4 の向上をはか シ、もっ て山村話済
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の安定成長を期する ことは目下の急務 であ ろ。

よって県 は、市切 村 の樹立する域林業の投典 計面の 実施に対し、特別の助成措置を構 

じ山村投興の強力な推進をはかるものとする」3

とれは、昭和3 9年5月 1 日付けで制足定された高知県にかける様記県単山振事業の趣 

旨である。この座旨のもとに実施要価、実施事素、事業計画および実施者、助成(祐助 

融資 ) ○内容な どを定めている。

( 実施呼業 )

「との対で実施する事業は、透地適産に上る反林産物の生産、生産施設の整備、な

よび生産物の流通改善等で、すみやかに経済効果Q期待でき るものとする。」 

(事業計画か上び実施者、 t画期間等)

r i. サ業は、市町村にいへて計画を樹立し、皇業の実施責任者は 市町村長 とす•る。

2 市町村長は、との薬を弘業協同組合、森林組合、および生産団体、そのR林業 

従事者C施させるととがでさ る。

& 1 市町村の実施期間は、おかtね s 力 年以内 とする」。

& この亭 業の実施に あたっては、市村応策定ずるi村計画、活武境症両ぶぶ、 

へき地振典事業、A茶士上び林業構遊改善事業との総合整をはかり、効果の○州大に 

ついとめるものとする。

(助 成)

「県は、市町村の業に対し、 1 市町村あたり 1.00 0万円を最高限度と して助成す 

る。

助成は、おおむね2分の 1 を補助金、2 分の 1 を融資 (融資 のあっ 施 を含む )ナるも 

とする」。

(補 助)

「イ 補花助の対象 となる %のは、鹿林産物の育成に必要 な種苗の共同生酝 生産および 

び流通に必要な共同利用施設等、原則 と して共同で行な 9 繁とする。」

「ロ 県は、市町村に対 して、事契費の 2 分の 1 以内を補助する。」

(融 資)

「イ 融資の対像 と なろものは、及林注物 の生送爭業で、本対策 で実施する事業の う ち、

補助の対象とならない事業および補助残過資とする。...... 」

以上、制変の 概要 を紹介 した昌知 県単独 のこ の事業は、出発が昭和る 9年であること、

-5 9 -



また助成額は1. 0 0 0万円を限度と してろと と、と り 上げられているメニューの事例 

はあとで紹介するが、田が行なり林ﾡ、農構' 山投事業に比べ、多様性がみられるとと 

%C、助成額の限度が上述のごとく1.00 0万円におさえられていへる反面、助成面の基 

準も緩和されている。

この御度は、 上述のごとく昭和39年、すなわち国の山振事業が制度化されることに 

さきがけて事業化されはじめたととに1ず注目されると同時に、事炎のスケールは小さ 

い 及 がらも各地域の実情Kマ ッチ した き め細かい 振興 ・ 改善計画が手がけ やすい たへ 

県下に ひろく 滲透 しはじめている。以下、次項ii) にかいてとの点を一層くわしく紹介

したい。

i) 実施状況 ・ 反応

事業の実施は、第1 次( 3 9 年〜 4 1 年度指定) と第2次(4 2年～4 8年度指定) 

に分かれているが、いt、事業開始の39年度以降4 2年度1での実施状況をみると、 

次表N-1 のとり示される。

表I-1 県単山坂事業実施状況

年役
定市町村 数

( )内はﾡ多
業主体数

絶事※費

(1 0)

負区分

市町村 受さ者

5 9 1 2 (+和 西土佐 ) 25 5 559 301 88 : 50

4 0 25(中村宿毛、大正) 4 62 1.0 2 1 6 04 1 5? 258

4 1
(ヨ熊 大方 土情清水)

533 1,4 43 81 7 21 3 41 3

4 2 3 1 (十 西土佐) 562 1.4 6 4 838 222 404

(雌数課調)

上掲表に示されるごとく、さきもふれたか この県単 山振 中業は県下 の山村地域 に、せ 

ん じ参温 しつつ あるととがわかる。

作多地域1 0地区についてみても、 その9ちの8地区はでがとの事染の指定をうけ実施して 

w る。

なか、8地区のゥち、十和と西土佐の両地区は、との制がでeたﾡ初のる?年度に指定を 

ゥけ4 o 年度から印業にとりかかっている。前述したごとく、この事※の期間は3力年とい9 

ことcなっているので、 上記両地区では、4 2 年度 に小善が終了 したがさらに 4 3 年変から始

まった第2次事業をもﾡ定をけ、実施しつつある。

とこで、上述の県収山振事業のみならナ、国が指定する林構、農構、山担の各事業について 

も、あわせ実施状況(実施期と導入、択興作目名) を1 0地区別にみると、次役『-2○ご 

とき現況にある。

表-2 地区別改普、 興業の実施状況

・E- 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46

I
中 村

( しいたけ、 ミ ) * 7---- * 2 x ざ
(やさい P---- B-----日 

(ゃさい)ローP-日 ____ ____
—

宿 毛
C し とけ)   " 一 * ( しd
(以く) n  □ □ □  O (.や)・ィイー し-------------- ー ー ー ・ ・\

/ ・}, \. ____ ・、__________ ・ _ __ ・ , ・
土佐 清 水 () X--- ・-- * X -------- x---- *

(米、やさへ) a.......ロ------0 〔ゆ)

賀

(< い、C オル p)n---- n----- □ ( |いル)、、ノ ・・* ソ "ー ・ ・ . 、 しv"イ・ノ ノ

大 正 (しいたけ)* *一---X , *---_______ ・ ・・式_
和

( 泥 , , ャ------- x-----x ----- * (委、したナ)・ 企、しいた。 ノ ・----◆ ・ --- :®--- 一◆

____________________
-----ュ---- □ (番)___

「
西 土 佐

( Uザロブ) 。 。今しdナ

大 月 「( みかん)___ , ゴ______ a______ g( みかん )しバ・* * *一 " ・ ・「--- ----

b___2 (芳松 ピ)一 てしなたけう

(肉中、 o---- o---- 2 ・----- ・------ ・ー
くり) , 、._____ 、、

(ﾡ、くり) *

注) 土佐淸 水では 4 4 年度 に 

林ﾡ事業の指定地域と なっ 

た。

凡

例

*----"----"県単山振業 (内は作目別

・ 林業精造改善事業

・・ー・-・- 振興山村対策事業

?--ロ-。 農業構选改善事巢 ( 作目 )

(林業課、ぬ政課調べ)



上掲の表』2から.、ま、この県単山板事業と国が彳津製構小架との実施期間を比校すると、 

前者は後者に比べ、中村、十和、西土佐 の各地区では先行 しており、宿毛、土佐清水 では局詩 

並行、三原 では後続 とい う 状態 を示している。 た、と の県 単 山版 "業 と国が行な 林橋、山 

振事築Cついてもまた同様に実施期を比べると、林構、山振事業の災施がとの地域では41 

年度以降 にすすめられているという事情にあるため、これらの事業に対しては県単山振事業は 

実施各地区いずれの場台 に も、先行して実施されている。

また、この事業の実施Cよって振興される作目を同じく上掲表N一2からみると、農構など 

の改善 •撮典事業 と補完させつつ、ときには、それ らの事泉に先行する恰好で、しかもそれぞ 

れの地区のﾡ境にマ ッチしゥ る ものが選択されている。

つき、さきにもふれたが、この県単山投事業ではきめ細かいノニュー(事業種目)の選択 

が許されている。

いまその事例として、この卒業の開始当時に、第1 回の指定をうけ、4 0～42年度1で第 

1次事業を実施し、さらにひきつづき、43〜45年度までの第2次ﾡ業をも実施している十 

和と西土佐両地区における事業ﾡ目の内容を整理 し、次表『一3に示した。

・・ ・ ・

表N-3 県単山娘 ■業 ■かける実施種目 十和、西土佐の例 ——

(第1次) 40～4 3年度

事業種目
十和村 西土佐村

平 業 量 事 業 当() 業量 事業独担
桑園 造成 新植 6032 1,62 3 1,120α 2688

" 数 植 712a 854 379α 35?

共同稚 公飼育施設 4 2,400

・ 共同壮- ・ 4棟 1.200

助
しいたけ乾燥場設曲 

自動鋸睹人

21棟 

台

3,1 50

900

6677

集荷所設置 4 800

3.733 10904

融 

資

しいたけ木ﾡ入 

ひ_な導入

1,121m

1.500羽 •

4,840

900

1,574m 7004

計 5740 _______Z004

合 計 1 5,4 7 5 _____17908

(第2次) :3～15年

事業H日

十 和 村 西土佐村

業 量 事 業 賞 業量 f 業 費(例)

助

業国造 成 ( 新 机 )

" (改品) 

社振飼商所 

自然上浜器 

目給桑尚生産

種 委 f 商 所 

しい たけ花場 所 

斎 衛 器

ﾡ書虫防除器 興 

ﾡ送施設 (動力) 

自動ﾡ 

茶いﾡ成

260α

900a

10l

3.。 1 %1

2台

台

1.038α

9 1 0

1,5 50

2,。 00

1.8 88

500

360

1.972

700a

821a

I 50t

130α

1練

1 4

2所

台

3,682

90

624

7 50

3,094

800

765

t 8.300 9.805

融 しいたけ 限 木 

旦 肥 商 業 生

788m

1 0四

4.5 63

1.。 00

1.0 26m 5,950

t 5553 5,950

合 t 1 4,4 6 5 1 5755

上抱炎の例をとおして知られるごとく、これ ら十和、西土佐両地区においへては、 業メニ

•* 一は伯分化されており、しいたけ原木の眺入のため融資、しいたけ乾婦所設近や自動編離入 

に対す る 補助 な ど、し たけ と い り林求サ イ ド か ら投ら作目 ○振興 は、 それ ら○地区に マ ッ チ 

した ゐ、茶、命証などの振県作日との関述のもとで、 さめ細かく導入されている。

笑さい、われわれが訪れた十和、西土佐、三ﾡなど○地区でか会いした関係者からは上述し 

な 業実施状祝 で も ふれた ごとく、大休に おへ て、各地区 いずれ の場合 cも、こ ○業は、各 

地区の実情にマ ッチ したきめの細かい振興業だ と受けとめられていた。

と くに、市町村関係者から の出された意見が、との染すな わち県の育成ﾡ能を評価する う 

えで注日され る。



いまその打見をわれわれを りの表現にかえて述べてみろと、大始つさのとおりであった。

ナなわち、このs製は田が行な う娘典"•施策の/完的な役削り をもっというだけでは次く、 

この部画作成、界画実行を通じて、市町村といへ9地域長ﾡ○ためのt画作成主休、地域住民 

とい ○計画実行主休を明密に し、ひいては地域娘典 の主役はわれわれ だ とい 9 自覚を地域住 

民自に与えることに大きいへ効果をもっていへろ。

e ) 災団契約遮林長励業

i) 制度の概要

(目 的)

高知県 では、 「山林所有者が表林紐合委託 して 行な り他事業に対 し助成○指置 

を諦ずるととc止って、造林事業の拡大推進と森林組合の育成強化をはかること」を 

目的 とし、ささに述べた過疎対策総合融資制度の一ﾡとして、この集団契約ﾡ付ﾡ民 

事業米 を、昭和 4 3 年じ 4月、 ナなわ ち団が:お こなう 団地造林業するにS= か 

て、県自身の県単事突と して事V業化 しは じめた。

(事業の要件)

この"業は、端的にい9と、つさのﾡ件をみたナ適林番に対して県が行な り利子

給 (利子補助 ) の制度でる る。

その災件とい う ものは、 つきのとおりとなってろ。

「)「高知県造林事業補助金交付規程」に定める拡大ﾡ林事業に係るもの。(2 当 

政事楽に係る経役つて、森林出合を通 じて農林漁業金融公成社林ﾡ金をり入れ 

てﾡ施するも o。⑶新植から保育まで一括 して、 5 カ年以上の施業及び管理 を森林出 

合c委 して行な 5 もolで、かつ森損合に委:される事業場員が「1 0/a以上」で

ること。 ・ ・・

(補助金の額)

「o) 普通拡大造林事業に係る の :ヘクク ール 当たり 8,857円以内

⑵ 団地拡大油林事来係るもの :ヘクタール当たり ス275円以内」

ないさらに、この集団契約造林の促建をはかるため、県では、 その業を実施すろい 

林組合に対 し、が業実行に 必要な資金 を 貸付ける制度(林業経営受託促進事業資金 )を 

設けている。この資金制じの感及はるとで述べるととにすろ。

ii ) 実施の状況

まず、43年度の計画と実ﾡから、しかも県下4地地プロック別比散のもとで特多

-64-

地域に おける施状況をみると、県全休 (7 8う4a)のる7%にあたる294 icを実 

施し、県下』地域プロック中、最高の実績を示している(式N-4な照)。

表『一4 集 IU 契約-林一業 の計面 と 実績 -一 43 年度 -

t 画 kd
実 靴 (o) 計画述成率

(%)

薬績○対県比 

(%)普 地 拡 造 団地拡込 計

交 芸 160.00 72.92 36.46 109.38 6 3 1 4

中 央 380.00 111.62 89.86 2 0 1.4 8 5 5 26

須 崎 1 60.00 9 1.4 1 8 6.7 0 178.11 111 25

ﾡ 多 300.00 149.50 14436 295.86 98 57

合計 1,。 0 0.0 0 4 2 5.45 35738 78283 1 00

(県林業誤調)

ﾡ多地域に おけ ろ こ の団契約道お実施の状況に立入 ろまえ G 全県 と 播多地域 IC つ て、 

補助位林の実績をふりかえっておさたい。そのため、4 3年便の実績をみると、次丞N一5 

のとおり示されろ。

補助進林事業の実績 ーー4 3年圧 ——

再造林 普通拡大地林 国地拡大造林 誘導造林 合 t

面 全県 県() 864 4309 2,4 7 9 1 9 7671
4a

多(功 100 91 5 777 ヲ 1.799

(b/a ) % (112) (2 1.2 ) (314) (474) (235)

1 1.3 56.2 5 23 0.2 1 0 0.0

比- f 多 5.4 50.7 4 3.2 Q.5 1 000

(林課調 )

上表をみると、ﾡ多地域の補助池林のﾡﾡ状況(面ﾡ)は、地域内の構成比では普通拡大
*・

造林が全のすを占めて最も大きいウエイ トを占めている。しかし注目 したいのは、ﾡ多地域

-6 5-



cわいては、団地拡大ﾡ林のウエイ トが大きい点であろ。すなわち、対全県比ではう1.4%と、 

県全休の3割を占め、 しかい、地域ごとの情成ﾡ合でも全県ではう 2%であろのに比べ439% 

を示してへ る。

この ことから、幡多地域では補助造林事業のさいの大ﾡ林推進の方向が、傾向として、 

ﾡ林者が園々ナナめる上 りは、森林細合、公社、公Hな どによ って小楽的に、 さた面西的に 

ま とめながらナすめる方向に価斜していろとみなされろ。

そとでつき 本項でとくにスポットをあててきてい る ※ の団契約造林が、補助な 

林事業、とりわけそのなの団地拡大地林ﾡ業にいかに活用されているかについて、幅多地域 

の斐況 をみてゆこう。. .

そのため、前揭装と 同じく 4 3年度について、補助造林 (普通拡大と団地拡大ﾡ林)に占め 

る災団契約造株の別合 (面種 ) をみると、次表W一&覆のとおり示される。

衣『一6 補助道林 C占める契 約造林 の 合 -—— 昭和4 3年度

普通拡大造林 西他拡大造林 at
地 域 面 a(..) 面 試 (.o) 面 ・ (te)

補助通杯 43 0 9.53 2.4 7 8.5 5 6,788.08

全 県契約造林 ・ 2 5.4 5 35738 782.8ろ

物 合 9.9 1 4.4 11.5

補助造林 912.86 77734 1,690.20

幡 多契約造株 1 49.50 14 4.3 6 2? 3.86

納 合 1 6.4 1 8.6 1 7.4

( )

上にみられるごと く、補助地林のうちの普通拡大ﾡ林占めろ出ピ約造林突行の合

は、県全体で . ?%であるのC対 し、ﾡ多地城では 1 &. 4%と大さい。しかしさ らに、 Jじ 
・・・・・・・・・・・・・

く神助込林の うちの団地拡大造林に占める集団契約池林のﾡ合をみると、ﾡ全、ﾡ多地域ともに」 

述の普通拡大. 造林より も 大き く、とりわけ、ﾡ多地域ではその胡合が1 &4%と、団地拡人 

林面ﾡの約2命でとの集団契約造林が導入されていり、そのウェイ トは県全体に比べて大い 

(全県では1 4.4%)。

—6 6 —

さら 然多地域;こち、ける この 集団契約造林の脚を "ふ、4 4商年度につてみろと、次 

丞『一7のとおり示される。

表『-7 集団契約造林 実権面積の比校

-43 年度 と44 年圧-----

普通拡大 (4o) 団地拡大 (.) at (o)

軽 多
4 3年度

4 ・年U

150 (51%)

187 (35%)

144 (49%)

359 C 65%)

29. (100%)

s26 (100%)

全 興
4 3年度

4 4年度

425 (54%)

627 (36%)

357 (46%)

944 (449%)

782 (100%)

1.573 (100%)

対全県比
4 3年度

4 4 年

0.35

Q.29

0.4 0

0.3 6

0.38

9.3 3

(県林業課調 )

上地及にみられる ごとく、この小 業* 施面植 自身の増加 の程度 (: 4 年/ 4 3 年変)は、 

全県の2倍に対し、総多 ・.7倍とややかとり、 た、実施面u○対全県比を求めると、4 5年 

度の 0.38から44 年収には 0.33と、若千淡少 してい る。つざに 実施 されている集 团 契約造 

排事業の内訳構成、 すなわちとの業が、普通拡大と団地拡大のいずれの補助避林○さいに活 

用されてい るかをみると(同じく上表 I一7参照)、との事業開始第 1年目O4 s 年Uには、 

幡多地域、全県いずれも普通拡大のさいへに活用されるケースが多く、面ﾡ構成では過半数を占 

めてかい、とくに、その傾向は全県の場合が頭署にみられた。

しかし、第2年目の4 4年関には、 その傾向はﾡしく変わり、幡多地域、全県ともに、団地 

拡大のさいC活用川されるケースが多くなり、面山構成では 6 5%出を占めるにいたっている。

成後に、それでとの県団契約込林の事業実行主休(Cなっていへる林銀合別に、こ○※が 

どの上 う な進捧状況に あるかに ついてみてみたい。

そのためか、組合別C、昭和4 3 ・44商4度について、とのの実施状祝況をまとめ、次表 

m-8 C示す。



表I-8 組合別集団契約造林の実施状況

43・4d 年出

注1) 上段が43年、下段が4年を示す。 . (県林業課調)

注2 ) 実施組合数は県全休で4 3年じは2 6、4 4年性はる 1で、総数のそれぞれ52か

6 ろ %C相当 してい る。なか、県全体 の森林組合数は 4 3 年度E 50、4 4年度 49 と

森林紐合 件 数
受託る数 施 面u (4o

43年 44年 普通拡大 回地拡大

大 正
1 8

25

1 8

25

49.8 5

7 4.2 0 3 7.38

4.85

11 158

昭 和
1

1 8

1

1 3

1 0.6 0

95.50

i 606

9 550

+ 川
6 6 1 ai 0 4.00

西土佐
25

2 2

25

22

23.56

3 3.1 0

724

3615

7る86

62.25

中 村
4

1

1

1 1 0.0 0

2 6.?0

1 Q.。 0

2696

2000

三 原

4

1 2

4

1 2

2 1.5 2

4 0.0 0

2 732

40.00

宿 毛
11

7

9

7

4 8.7 7

5.0 0

4 0.75

8 2.8 0

85.52

8 7.8 0

大 月 2

一

2 —

一

6 3.4 1

二 I

6341

土佐清水西部
1

1

1

1

1247.

1 0.0 0

1 2.4 7

1000 I

土佐済水東部
3

—

3
*・・
1 5.0 0*

■
15.00

佐 賀
1 1

1

1 0.0 D 1 0.00

出計
6 5

9 7

60

98

149.50 144.36

339.24

29 48 8

52&64

県合計
2791

19 0.

279

225.45

6 26.7 C

35738

94435

7828る

1.57305

左掲安にみられる ごとく、まず実施森林組合は、 多地域1 2 左合3、"3年度ではSであ 

ったが、44年度には、海部の大力と佐賀商ﾡ合を除く 1 0細合を数えてへる。

件数も 4 3 年変の 6 5件より ・ 44便には9 7件とm加している。

受託者数は、4 3 年収の 60人上り44 年便には 98人とこれま た地加 してい る。

さ て、ﾡ多地媛 ○中、前 I c かい て株林資源的 なまとまりと 拡が りをも つ地藩 と して区両 

した。"北ﾡ・中部"地○。地区に設当する7表林細合について、こ○事業○実施状祝況を比 

教したい。 c

ず、大正、西土佐商組合 (地区 ) では、43、4 4両年便を通 じ 実施件数、受託者数、 

実施面はと %c多く、したが って、1件当たりにナると 実施面横は比快的小さ くなっている 

ものの、この小業はこれら両地区のなかに実施当初からひろく お透しつつある。宿毛では、ー 

方では大正、西土佐と同じく、両年収を通じ、実施面積は多いが、他方、実施件数、受託者数 

は少な く、したが っ て、1件当 た り の実施面積は比較的大 ・ いo

十和地区には、2つの森d合があるか、そのう ちの昭和森林組合(旧昭和村地区)では、 

円年度を通じいずれも回地拡大に対して、と○業が活用されているが、とりわけ、事業実施 

2年目の4 4年便には前年度に比へ 突施件数では1から 1 8件へ、実施面ﾡでは1 0～96 

aへと、いずれ も 地 しており、と ○楽 の地区 内への滲透が、明 償に あ ら われ ている。

十和地区内にみるもうひとつの仙合である十川森林細合では、4 4年度すなわちこ○事英の 

2年日から活用 しは じめている。

中村地区は、幡多地域中 でもっと ・民有林面試 と り わけ天然林面積 を広 く ﾡ しているが、中 

村表体細合に かけ る この事業の実施状況 をみると、その凿透の程度は木だ低い。

三黒地区は、民有杯○人工株 と 天然林面uに つて9と、対術多地域比では、上述○中村 

地区と対照的に、その而植比は きわめて小さい。すなわち、中村地区○2 25%、2 t.9%c 

対し三順地区では5.。%、 24%にしかナきない。(袋I一4参照)。

それにもかかわらず、三ﾡ地区では、43年度、44年度いずれもとの事業を活用し、とり 

わけ4 64度cは、前4度に比へ 件殻では3倫、実施面積では倍増している。そしてた、 

その災 施面積は 4 4年度には上記中村地区に比べ 2 倍に 当たってる。

たなし、この三W地区は上述したごとく地区のつﾡ林面ﾡそれ自が小さいととなど○ため、 

この事業は団地拡大でな く、もっ はら普通拡大造林に活用されて ろ。

な つ て るo
注 3 ) ﾡ多地域 の森林組合は、本袋Cげた 11 紐合 のか大方C 1紐合ある。

d) 林業経它受託促進事策

- 6 8 -



と とろで、県では前述 した集団契約造林事業の実行をさらC0面的C扱助するための県 

単事業を、同じく4 3年4月から始めている。すなわちそれは、林業統営受託促進掷業と 

称され、集団父約造林の実際の野業実行主体 とな る森林祖合に対し、資金の一時貸付を行 

ない。とのy業の実施がより円にゆくととを意図したものである。以下、との促進事案 

(cついて、いiいちどこのV業の目的や事業既要について、全業要綱にしたがって紹介

したい。

1) 制度の概要

目的は、 「集団契約遊林事業を促池するため森林組合が、山所有者から受けて行な

う造林事業C対 し資金を貸付け る ことに より、林業を営の安定的発区と 山村地域の択興

をはかること」Cおかれているo

したがって、との事祭で行な9 

資金の貸付は、とうぜん集団契約 

遊算業が、 その対象となろ。

貸付方法は、県森巡へ一括武付 

ける、という方法をとり、各単位 

紐合は県森連から借り うけるとと

Cなっ てへ ろ。

貸付期間は 1 力年で、利息 は年 

4分。

融資枠は、 43年度として

1750 0円、4 ・年度と して

4.7 5 0万円が計上されている。

i) 実施状祝

との促進業の実施状況を、各

位l合別の1付金利用状況に よ 

って示すと、 右坂『一?のとかり

Cな る。

表『-? 林業経宮受託促進事業貸付金利用状况

(単位万円 )

森林組合 4 3 年度 A** 4年度

大 正 1 1 0 1 94

昭 和 22 37

十 川 — 186

西 土 佐 1 65 429

中 村 60 147

三 ﾡ 4 6 115

宿 毛 21 0 468

大 月 — 一

土佐清水西部 26 55

土佐清水東部 一 一

佐 賀
• 22 45

計 &6 1 1.6 7 4

県 合 計 1.750 4,750

まず、県全休でみたこの来の

貸付金総枠は 43年度の 1.7 5 0万
(県林米課調 )

円から 4 4年度の 4,7 5 0万円へ

と増加い その伸びは約 2. 7 倍に達 している。

さて、紀多地域の場合を例にとってみると 上想衣に示されるごとく、その利川状況 

は、 ず、災団契約地林を災施している1 1○な林合○9ち9組合までが、いずれも 

との来利用 し、その団契約遣林○実施を円Cナるためこの貸付金の触資をらけて 

いる。

な、 それら幡多地域?迅合が利用している貨付金総額は、全県融資枠の5 5 %〜

3 8%と、か.な り大きいウェイ トを占めている ( ・ 3年度は3 8%、・ ・年度は5 5%)

・) まとめ

本項(で、はじめにふれた とおり、林業地域育成のために果している「県」○様能を 

県が制化 してい る県独業の仕み と 実施状況をと おしてP味 したいため、a事業○ 

中から県単山聚、集団契約載林、林業経営受託促進 の 3 事業を とりだし、転多地域○災m 

C立脚しながら、その来の紹介につとめた。

これまでの叫味から、幡多のごとさ、低位生産性 の林地が而橫的に広く 残されている も 

のの、自然立地的にはヒノキの生育に遠した可能性を十分もっていへる地域で、しかも、地 

域 業の振県にはまずもっ て脚楽 ととも に林業の撮典が要帚さ れている地域では、前項3) 

で述べた闘 ・ 県 の公共投資 の果たす儉能の 近要な ことはいり までも ない。

しかしながら、現地に密着した地域産楽の振興○ための契様をみいだすため○ひとつと 

しては、振典計画の作成 と 実行を担う 主体が地域 住民の中から育ってゆく よ うに、本項4 

で紹介 したご とさ 県単独業の実行、いいかえる と県が地域振典の先頭に立つ必要があろ 

り。

ふえんすると、県は、林業地域育成のために、第1C、市町村が中心になって作成すろ 

"地域住民の総巡を結集 した地域投興計画 " のな かで、地域 の林業 をいかに 位置づければ 

よいかハ そのための判新材料(地域林栄に関する資瀕、生産、経営、流通、組織な どcわ 

たる ) をり供する こ と、つきに、赤林細合な ど生産者の自主的超繊が上述の興計画と り 

わけ林業のI板興にかかわる計画の実行を担 にふさわしい体ﾡを備えるよ うに指導ないし 

誘#するとと、さらには、県自身、それらを行ならために必ﾡな行政的ﾡ証を制度化し、

0 -



実施に移す休制をととのえると とな どが:必災とされ上う=

そのさい、本項)で紹介した断事来にみられたどとく、県が度化 して行な り県単法T 

業は、助成額そのものに上る評ﾡより%、そ○事業(制)が、各地区○産業ﾡ興○実情 

・・・・*・・ ・
と捋来方向からみて、各事楽 (制 )が相互に関巡 し合(本項:で組介した○過床対 

策の全体系と、そのもとにかける融資制ﾡの位置づけ、 また、陰資制山のなかでC米団契 

約造林 と受託促進事業の関述 づけを ど)、しか.い、それ ら の少菜 (制度 ) ○内容と過用か、 

地域、地区の実敗 にマッチ したきめの細かいものでろるととが (田が行な う振興施策上り

・4
以上に、)とく に必要とされよ う。

さた、県単山振の事業種目 (表N一3 )か.らも明らかなごとく、業地域育成とい。て 

%、それはあく までも各地域に おける境、か、林業が相互に関連 しあいながらすすめられ 

るものであると う こと を、改めて直視しておく必要があろら。

V今後の課 題

一 7 2-

当初予定したもののうち、幾つかの時味を今役のぷ題と して残さざろをえない。

そのらちでもさずも って、林業地域育成根能の反応を知りたいため訪間した現地での関係者の 

意見や現地の事情について、 地区別に整ﾡし、問ﾡの担互検討を行なわなけれげならないと考え 

ている。

そのつぎには、以下述べる 3つ○側面から考家をすすめたい。

そのひとつは、国とりわけ国「林が果たそう としている 林業地育成機能 y 関してであり、具体 

的には、最近、ﾡ多をふくし四田西南市地域の民行林の拡大逃林を、地元の国行林が推進母体とな 

って、 嘗っての官行造林のごとき フォームですすめよ ゥと している ところの「四国西Ni地域特別 

花林案」に関する除味ないし価についてである。なお、この案の目的については、付岡資料1 

に、この楽の「座旨」を引 しげてかく。

第2は、地域の振興計画を投う場合C欠かすととのでき ない社会的な叶計画サイ ドについて扱い 

たい。そのためには、係多地域を対条と してﾡ済社会田の設定の試みを行なっている学ﾡ院大学 

他松教授の調充研死の成果、ナなわち「高知に女ける経済社会田域設定の情地に関する調査報 

告」(44年5月) をM味してゆきたい。なか、との調査報告の成果をまえもって紹介してかく 

宮味か ら、その一部を付脳資料2 にげ た。

第るに、今後の地域林業分ﾡに関ける胡査研死には、クロスセクション的およびタイムシリー 

ス的に、しか.も休業 と 直接的のみな らず関談的に も関しあっ 他産業部門と ○担互関連 を計測的 

に明らか.に してゆく必要がある。

そのための経済分介折手法として産業関分析があり、統計データーとしては産業通関表、地
E1)

域産業連関表がある。

た、 林業を対象と した動向分析のためには、出林業センサスがある。

たたい 今年1 ' 7 0年(M和4 5年)版林業センサスが実施され、集計中の段時な○で、こ 

のセンサス結ﾡの利用も過に行なわれた 1 9 6 0年(H和5 5年) と196 5年(H和4 c年) 

。 2 時点で 比紋 をナすめざるをえない。

分析は、幡多 ' 0 力 而町村 を 対象に すすめる とととし とり あえず現在算定 を終えた整理表の

ﾡ、すなわち、 1 0J地区ごとに、総農災数を占める救造、飼養、保行作目別型家戸数の変化を 

付乳資料3に個ける。

1 )業を"心、とした匹業関分師(地域産業道関分折をふくめ)cついては、高木がすす 

めてかり、日林請7 8、79、8 0 回大会的演集および林業経済 2 69号(196 9年7 
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月号) な どに成果の一部 を発表 しているo

注2)196 5年(昭和4 0年)センサス、げんみつには設業を主と した中間センサスであ 

る。

付1. 民行、田有林別面積、ﾡ式

、入 
町村 二型

民 育 林 行 林

総 t
人工林 天然林 配 人工林 天然株 計

3
..L --

7 155 264 5 5 5 56 500
中村 ヴv 545 685 1.0 2 S 450 5 6 486 1.514

S
・ー・ ー -

6 1 122 1 8 5 28 1 s・ 4 1 226
モ「v 265 5 1 1 776 195 165 356 1.132

S 5 9 11 1 150 5 2 28 60 210
土佐消水市

82 344 426 206 2 89 495 921

3 1 8 33 5 1 5 4 ? 60
佐賀 町.V 54 98 152 15 1 06 12 1 275

---------
S 57 8 1 11 8 5 1 6 57 175

大正町v
1 7 5 442 6 1 5 545 79 425 1.040

S 1 2 52 6 4 8 2 10 74
大 方 甲v 3? 200 259 65 • 1 8 8 1 520

S 1 1 4 6 57 0 7 7 64
大 月 町 V 26 1 50 176 2 7 8 80 256

S 22 86 1 08 28 5 5 5 14 i
十.. 和 村.V 81 414 525 54? ラ 1 440 965

8 4 9 106 155 5 1 1 4 6 5 220
円土 付v 170 460 630 676 324 i.000 1.6 50

. . S 2.0 2 1 4 1 2 1 9 30 71
三 原 付v 98 96 184 255 . _123 554 540

S 548 84 5 1.1 ?5 257 9 1
地 arv

1.3 2 1 5.4 50 4.7 5 1 2.5 5 5 1.5 0 7 4,840 &.59 1

S ■ 1.784 2.4 6 5 4.247 725 399 1.1 2 4 5371
県 総 計v 1570 0 13,028 2 6.7 2 8 ■ 8.122 &51s 14435 43,163

高知県 : 森林資源ﾡ成 (IA 2 )
； お上び高知営林局:森林細査書上り作成

注 S:面ﾡ(.100。)、V:ﾡﾡ(1.000m)

面 積・

付表2 面程、京科の対地域比(%)

\行・田有別
回 何 林

統 t
西田 全本処 人 工 天 然 肝 人 工 天 然 計

中 村 2 25 21.9 2 2.0 1 29 s 5 ' 0.4 1 . 4

額 毛 1 7. 4 1 4.6 1 5. 5 1 0.9 : 4. 5 1 1. 8 1 4.6

清 水 1 1.2 1 32 1 26 1 2. 5 3 0.7 1 7. 5 1 る 7

佐 賀 5. 3 5. 9 4. 5 1.8 4.8 2 6 39

大 正 1 0. 7 9. 6 9 1 ?. 8 &.7 1 &.4 11. ・

大 方 3.5 6. 2 5.4 5. C 1.8 2. 6 4.8

大 月 3. 5 5.5 4. 8 0.1 7. 5 2 1 4. 2

+ 和 &.4 1 Q.2 9.1 1 Q. 9 5.4 9.1

西 土 佐 ? 4.1 ; 2 5 1 30 ・ 9.9 1 5. 2 1 8.7 1 4. 5

二 5.6 2.4 5. 4 &.2 9. 9 a.7 4.6
------ 

地 域計 100.0 1000 100.0 100.0 100.0 ・ 0 Q.0 100.0

( 付表 1 よ り算出 )

釜 積

中 村 2 6.0 20.0 2 1.6 1 7. 7 2. 8 ? 2.7 ・ 7 6

宿 モ 2 Q. 1 1 4. 9 1 6.5 7. 6 1 2. 5 9. 5 1 ふ. 2

m 水 6. 2 1 Q. 0 . 0 6.1 2 2 1 1 2.9 1 Q.7

佐 a 4.1 2. 9 3. 2 0. 6 &. 1 3 ' ふ. 2

大 正 1 3. 1 1 2.9 ・ 2.9 1 3. 7 &. 0 1 1. 1 1 21

大 方 2.9 5 8 5 0 2 5 1.4 2.1 3 7

大 月 1.9 4. 4 &. 7 Q. 1 5.9 2 1 3 0

+ 和 6. 2 1 2. 9 ? 1. 1 1 3.6 7. 0 1 1. 5 11.2

西土佐 1 2. ? 1 3.4 1 る 3 26.7 24.8 25.9 1 9. 0

三 … ﾡ 6. 6 2.8 - 39 2. 2 ..4 3. 3 & 3

地場出計 1 0 0. 0 100.0 1000 1000 100.0 1 0 0. 0 100.0

(付表1上り第出)



付表る 民有、国行林別面積、蓄積の地区別酒成比(%)

\が-行別 民 汀 林 u行株
総 t

人工林 天然林 人工株 天然林 計

S
中 村

V

26.2

22.7

61.8

45.2

8 8.0

67.9

1 0.9

2 9. 7

1.1

24

1 2.0

3 2.1 1 0 Qo

S
宿 毛

V

26.9

23.4

5 4.9

4 5.1

81.6

68.5

1 23

1 7. 1

5. 9

; 4.4

1 8.2

31.5

1000

1 o ao

S
消 水

V

1 8.6

8. 9

52?

575

71.5

46.2

1..5.1

2 2.4

1 3.4

31.4

2 8. 5

538

1000

1 o ao

S
佐 賀

V

50.7

1 2. 8

54.2

55.9

84.?

5 5. 7

7 8

5.6

7. 3

38.7

1 5.1

4 4. 5

1000

1 o ao

S
大 正

V

21.4

1 6. 6

4 6. 1

425

67.5

5 9. 1

29.0

ろ5.る

3. 5

7. 6

3 2. 5

4 0.9

1000

1000

S
大 方

V

1 6.6

1 2 2

70.9

6 2.5

87.5

74.7

1 0. 5

1 . 7

2. 2

5. 6

1 2. 5

2 5.3

1000

1 o a o

S
大 月

V

? 7. 5

1 0. 0

71.3

5 8. 9

88.8

68.9

7

0. 6

1 0. 5

30.5

11.2

3 1.1

1000

1000

S
十 和

V

1 5. 9

a 4

60.9

46.0

76.8

5 4. 4

1 9. 7

3 6.1

3. 5

9. 5

2 3. 2

4 5.6

1 o a o 

1000

西土佐
V

223

1 0.4

48.2

2 8. 2

7 0. 5

38.6

23.2

4 1.5

6. 5

1 . 9

23.5

61.4

1 o ao

1000

S
三 原

V

2 8.0

1 6.5

2.4

1 7 8

574

s 4.1

2.8

4 32

1 2. 8

2 2. 7

4 2.6

65.?

1000

i o a o

S
地 域

V

2 2. 7

? 5.4

5 4.8

59.9

77.5

55.3

1 6.6

2 9. 5

5. 9

1 5. 2

2 2. 5

44.7

- ・ 〜

1000

1000

S
全 県

V

3532

・31.7

45.9

50.2

7 .1

61.9

1 .5

1 8.8

7.4

1 3

20.?

3 8.1

1000

1000

(付衣1 とり算定)

注)S: 面称、V : 積

付表4. 民行林樹旭 別森林面積、蓄積

\ 分
ナ ・ ひ ・ ま つ 広 ﾡ 樹

市 町 お\
締 u 面 品 面 ロ 蓄 臨 蓄 臨

中 村 市
(ふ) 

32.60d ・a弱 aGi てこ 
1.605

昭 昭 s&%%

----------------------

a 毛 市 1.131 62.715 .222 182,911 1.421 55,746 11,660 457,103

- ------------

土佐清水市 789 29,427 2.650 42.356 1.151 21.745 10.487 325,305

佐 ロ 町 279 16,388 1.125 35,161 665 20,138 3,028 7,740

大正町 1,028 13,287 2,477 114,863 1.233 82.180 7073 356,364

大方町 425 17.341 712 19,689 906 64219 4.588 134.958

- —---- —

人 月 町 s36 1 3.589 537 10.059 684 18,053 4.200 133.691
---------------

+ 和 村 923 45,511 1,203 36,49 7 1.174 64,902 7509 378.094

西土佐村 1.693 88,792 2.957 78,701 1.511 98,838 %,321 36 1.525

三 限 村 525 26,565 1.495 52,387 312 1 3.886 1.902 84.257

計

----------—=

9,517 480,592 22,264 747 560 10.650 538.956 76,863 213319

( 高知県 : 表林資源構成表よ り 作成) 

(H 41 )
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〔%)

面i 積

付表5. 民有林主要樹種別面積、ﾡ積時成比 一市町村別一

、種 

市町村 一
ス ギ ヒノキ マ ツ 小 t 広ﾡ 樹他 合 計

中 村 . 7 1 8.2 &. 0 5 3.? 6 &.1 1 0 do

宿 モ 6. 0 ・22s 7 6 5 ・ e 5.? 1 0 Q0

清 水 5. 0 1 7 3 7. 4 2.7 7 0.5 1 0 Q.0

佐 賀 5.4 21.4 1 2. & 3.8 60.2 1 0 00

大 正 8. 6 20.7 1 a 5 32.6 60.4 1000

大 方 &.4 1 Q. 7 1 30.7 6.3 1 0 Q0

大 月 5.7 ?. 2 1 1.7 26.6 7 3.4 1 0 0.0

十 和 &.4 11.0 1 Q.7 5 0.1 6.9 1 o ao

西土佐 1 0. 8 1 8.9 2 6 3.3 60.7 1000

三 団 '7. 9 24.7 7. 7 523 4 7 7 1 0 Q0

地域平均 7. ? 1 8. 4 8. 8 3 5.1 64.? 1 o ao

C 付 4よりﾡ定)

中 •村 1 5.1 1 7.6 ?. s 42.0 56.0 1 0 Q.0

宿 毛 9. 0 2る4 7. 2 32.8 60.2 1 o ao

水 &. 9 1 1.6 5.1 23.6 76.4 1 0 Q0

佐 賀 1 0. 8 2る.2 1 3. 2 .472 528 1 0 Q.0

大 ■ 正 20.0 14.3 3 7. 7 625 1 0 Qo

大 方 7. 5 8. 2 27.7 4る.4 56.6 1 0 Q.0

大 月 7. 7 5. 7 1 Q.3 2る.7 743 100.0

+ 和 e.3 7. 0 1 2. 7 28.0 72.0 ・ 0 Q0

西 土 佐 1 4.1 1 2. 5 1 5.7 42.3 S 7. 7 । o ao

三 原 1 4.4 5 2.3 7. 5 5 4. 2 45.8 1 0

地 域平均 1 0. 2 1 &.3 1 1. 5 38.0 42.0 1 0 Q.

付&. 保何山林規慎別数 一(戸)- 

(昭和35年)

4 分
総 数

0.1～ 
ica 1 3 〜5 5～10 1 0～

20
20～

3 0
30～

50
50～
10 0

130～ 
500

500
以上

市 村 市 2773 1.325 845 275 282 162 51 20 12 3 一

をモ市 1,983 873 566 209 1..9 89 48 22 15 12 —

土佐市水市 1.965 1.086 525 143 124 53 14 11 5 一

佐 担 54 218 155 80 77 44 15 3 2 — 一

大 方 1.142 719 291 62 34 15 5 2 3 1 一

大 正 522 74 110 69 99 101 32 21 13 3 一

大 月 118 15 6 5 59 21 9 2 2 1 一

十 和 857 118 169 144 224 155 35 10 2 一 —

百土佐 892 :34 236 155 182 115 42 1 6 9 5 —

三 墨 483 209 149 60 38 19 5 1 2 一 一

ﾡ多施域計
-

11.527 &.771 3,042 1.218 1.248 774 256 108 63 27 —

47,440 20,733 1 3,073 5,052 4.415 2,563 772 356 191 65 —

(1940 年戯休業セ ンサス よ り )

付表 7. 保行山規検別"家数 -1965 年ぬﾡセ ンサスー

(昭和40年) (戸)

\ 分 
市\ 総数 0.1～ ・ 〜3 3～5 5～

10
1 0〜

20
20～

50
30～

50
50～

10c
100～

500
500
以上

中村市 2,664 1.1d6 785 254 254 12 44 21 ii 3 --

御 毛 市 1,746 661 593 178 146 3 33 23 i4 8 1

上佐済水両市 1.504 825 408 95 88 50 21 16 5 2 —

佐 賀 538 183 135 87 76 41 9 5 2 一 一

大 方 1,050 633 266 89 42 12 2 2 1 一

大 正 486 59 112 55 93 94 51 25 15 4 一

大 月 848 466 257 63 25 18 8 5 5 1 —

十 和 811 8 160 120 217 1e4 35 12 3

百土佐 837 118 198 121 213 119 58 20 6 4

三 ﾡ 427 176 125 51 55 15 2 3 一 — 一

配多地計 10,991 4.363 3,029 1.111 1,209 754 224 138 5? 25 1

ロ 計 43,734 1 8,434 1 2,565 4,488 4,341 2.521 715 421 192 54 1

( 1 9 65年戦業センサス高知県統計書上 り )
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付 8. 保有山林規校別なﾡ成の変化 左側:出和4 0年 
右側 : 昭和 35年

市町村 \

S行山林機ﾡ

構成 \
0.1～1と。 1 ～ 3 3 〜 5 5～10 1 -

県総平均
7 0 0.0

1 0 0.0

4 2.2

4 4.1

28.7

2 7.6

1 0.3

1 .7

.9

9.3

58

54

中 村
1 0 Q.0

1 0 0.0

43.0

4 4.6

225

2 8.4

9.5

2 2

?.5

.5

55

54

宿 毛
1 0 0.0

1 0 0.0

引 7.9

・ 4.1

33.4

28.5

1 0.2

1 0.5

8.4

7.5

5.3

4s

土 佐 清 水
1 00.0

1 0 0.0

54.7

5 5.3

27.1

2&7

6.2

73

5.9

6.3 27

佐 型
1 0 0.0

1 0 0.0

3 4.0

5 6.7

2 5.1

26.1

1 &.2

1 3.5

1 4.1

1 3.0

76

大 ガ
1 0 0.0

10 0.0

60.3

6 3.0

2 5.3

24.7

8.4

7.2

4.0

3.0

1.2

13

大 正
1 0 0.0

1 0 Qo

1 2.1

1 4.2

23.1

2 1.1

113

1 3.2

1 ?.2

1 7.0 1 .4

大 月
1 0 0-0

1 00.0

55.1

1 2.7

3 0.5

5.1 2.5

29

50.0

-- -----
2.1

1

+ 和
1 0 0.0

1 0 0.0

1 2.1

1 3.8

1 9.7

1 9.7

1 4.8

1 68

26.7

241 1 &1

西 土 生
1 00.0

1 0 O.0

1 4.1

1 5.0

23.6

2 &5

1 4.5

1 7.4

2 5.4

20.4

142

_ 125

三 限
1 ロ 0.0

1 0 0.0

a 1.2

4 3.5

2

5 0.8

11.9

1 2.4

123

79

a5

4u

術多地域平均
1 0 0.0

1 0 0.0

a 0.0

4 1.4

2 7.8

2 6.4

1 0.2

1 0.4

i 1.1

11.0 ・7

20～30 30〜50 50～ 100 1 0 0～500 5 0 0～
備 考

お少数 
(40年-35年

少率
(40年035年

1.6

1.6

1.0

Q.7

0.4

0.4

Q. 1

0 2
— 3,706 0.9 2

1.7

1.7

0.8

0.7

O.d

Q.4

0.1

0.1
— 309 0.90

24 1.1

0.8

0.8

0.5

Q.6
— 2 5 7 0.88

07

1.1

a.6

0.2

0.2

0.1

0.2
— 4 59 0.7 7

Q.9

0.5

0.3

0.3
一 56 0.9 1

-
0.2

0.2

0.2

6.2

0.1
— 92 0.9 2

&.4

テ

6.1

5.1

4.0

27

2.5 0.5
— 36 0.95

7.6

0.6

1.7

0.6

1.7

0.1

0.9 — +7る0 7.1 9

43

4.1

1.5

1.2

0.4

0.2
— 46 0.9 5

4.6

4.7

2.4

1.8

0.7

1.0

0.5

0.3
— 55 0.9 4

55

1.0

0.7

0.2 Q.4

—
— 56 Q.88

2.0
22

1.5

仙

0.5

0.5

0.2

02
— 6 1 6 0.9 5

-8 0- -8 1 一

( 付表 6、全7こり算定)



付表?. 年次別、地区別木材伎採 (1.D00n)

～ --一区
地 区 二

分 私 ﾡ 林
公 G # 国 何 4 品計 .

(昭和20年度)

中 村 2 1 3 11 s 5

;宿 毛 1 5 0 2 5 s 8

土佐清 水 6 1 2 ・ 3 1

佐 担 2 2 4

大 正 1 3 1 3 1 3 s9 .

大 方 7 — — 7

大 月 1 1 — — 1 1

+ 和 4 — 1 8 2 2

西 土 佐 1 9 1 3 8 5 8

三 原 2 1 — 5

地 域 t 1 0 0 1 ? 1 2 9 4 8

(。地区 計) ( 74) ( 18) (105) (195)

頭 計 539 9 1 532 12z

・区--- 私 有 林 公 ﾡ 林 ・4# _計
(昭和4 2年度)

中 村 5 9 0 : 9 7 8

宿 毛 ・ 2 0 3 8 8 0

土佐 水 2 2 — 5 5 5 5

2 — 4 6

大 正 1 2 5 5 2 2

大 方 5 — 0 , 5

大 月 1 7 — 0 1 7

和 6 — 1 8 2 4

西 土 ( 1 2 — 2 1 s 3

三 m 9 — 5 1 4

地 城 針 1 8 6 5 1 4 5 334

(4 地区計) (140) c 5) (106) (251)

興 計 705 3 4 ・77 1.218

C昭和 d 1年度)

中 村 4 7 3 3 8 0

宿 モ 5 5 — 5 3 1 0 8

土 佐清 水 2 0 — 3 9 5 9

佐 a 1 0 2 3

大 正 1 2 8 1 / 3 7

大 方 3 — 1 4

大 月 1 7 — 5 2 2

十 和 7 一 1 2 1 9

西 土 佐 1 8 — 2 0 5 8

____三 •___________原 "3 — 7 1 0

地以計 1 8 3 8 1 8 9 3 8 0

(6 豊 区 計) (14 2) ( コ ・ C142

票 社t 6 9 1 3 1 535 1.257

高知県商工課調

-82- -8 5 -



付表10 製材工場と生産の治移

昭 39 年 ど 昭 4 0 年 度 昭 41

市町村\\
\

工場数 Kw数
素材 
消費 

mf

製 材 
生産 

m
工場な KW数

来 材, 
ij賞mt 

m

製材 
生どi 

m
工場数 KT

中 村 市 18 581 34.513
(1.368) 24.880 19 659 34.744

(347) 25.550 18 761

宿毛市 1 2 380 16.413 12.460 15 399 23.426 17.24? 13 44

土 佐
7 水 市

14 225 7356 5.408 14 239 7210 5.182 14 289

佐賀町

大正町 7 279 1&.643 11.913 6 264 16.339 7256 7 520

大 方 町 6 135 3,616 2.708 6 133 5.580 2386 7 158

大 月 町 5 45 2.718 1.9ラ4 3 45 2.600 1.976 5 48

十和村 2 58 1.752 1.232 2 58 2.471 1.573 X X

西土佐村 4 97 2.600 1.786 4 97 4.036 2.295 4 107

三 m 村 5 61 1,412 1.017 4 51 410' 562 4 52

合 計 71 1.859 87,003 
(1.966) 63,398 71 1.945 ?4.616

(347) 64.27? 71 2246

高5 知 県 471 17059 779444 591.791 457 16,796 821.944 651.794 456 17,431

注) 楽材消量の うちの( ) 数価は、全消世量中の外材部分

知県商工課調

年 度 昭 4 2 年 度 M 4 5 年 座

ﾡ 材 
消費量

m

製 材
生産量 

m
工場数 K数

楽 材
消 ぴ ft 

m

製 材 
生産 t 工場 数 XW数

素材 
消 世 ft 

m

製材 
生 量

m

41.778
(4203) 31.973 22 826 41.627 

(14,287) 30,415 22 9u5 50,341
(1 6.056) 37.454

25.753 
( 300) 20,305 12 495 24.075

( 2.43?) 12.3ヲ2 i1 435 25.015
( 2.3UU) 19.294

a.176 6.173 15 249 3u4
( 320) 5.7u0 12 24じ 7426

( 1.530 5.184

— — X X X * * X X X

ia656 7745 7 320 11.419 8,242 7 32U 12.474 .002

3,071 2.557 7 17u 2.393
( 106) 1.853 7 17u 2.802

( 839) 2.059

2.556 1.729 s 48 2.087 1.625 2 82 2.975 2.20U

X X X X X X X X X X

5.106 2.240 4 117 5,539 2.391 4 117 4.275 3,084

1.043 740 5 70 292 731 5 69 811 622

27755 
(4503

75 2.555 95.484 
(1718U) 72.u16 72 2.45s 1J8.559

(21.369) 30.665

843.536 660,480 452 1 8.561 866.871 667, 224 445 19.286 931.875 7U9.822

-84- -85-



付表1 1. チップエ場と生産推移

昭 3? 年 度 開 I ・ ・ 年 度 昭 41

専 業 ※ 業 A B 専業 来 楽 A B 4楽

市町村\ d m mf

中 村 市 2 2 4,425 1u1 1 2 4,22U a7 2 5

宿 毛 市 2 2 2517 2,422 2 2 867 6,959 5 4

土 佐 
清 水 市

佐賀町

X

X

X

X

X

X

X

X

X X X X 2

大正町 1 2.217 649 1 7 1.859 171 1 7

大方町

大月町 — 一 — — — — 一 — — —

十和村
ン * X X X X X X X X

西土佐村 3 2 157 434 5 54U 2.310 1 4

三原村 — — — — — — 一 一 X X

合 計 14 9.273 6.986 8 16 7748 14.507 1u 19

高 知 県 160 44 71.218 33.287 164 44 97466 42.449 175 42

注) A は廃材利用C 上 ろチ ッ プ生産

Bチッ プ用原木c ェるチッ プ生産量を示す。

高知県商工課調

年 座 昭 42 年 座 昭 4 5 年度

A 

m*

B
mf

w 業 兼業 A 

rrt*
B

m

専業 ※ 業 A
mf

B
me

5.212 22.7u0 2 3 4.228 37375 2 9 5963 34.845

1.6e6 — 5 ・ 881 14.U72 2 2 495 2.9US

— 4.019 5 — — 8,375 3 1 5u 6451

1.477 — 2 6 1.552 12U 1 7 2.405 1.840

— —

— — X X X X X X X X

X X 2 1 575 1.495 2 1 310 SUU

320 — 1 53u 3,540 1 4 3UU 2.3u7

X X 1 1 7u 1.440 X X X X

,023 55.252 14 2u 7 7u6 66.417 12 25 5.973 45,536

104436, 85.881 179 46 102.176 152.228 172 39 78,774 1 18.289

- 86 - -8 7 -



(4位 1U0万円)
付表I一 1 ピ米部門別「公共投資」の年次別計額

密業益盤 国土保全 商工素 聞 業 林 業 合 t

昭35年
県

幡 多

2.4 4 U

1.U 1 1

59 5

11 7

23

・ 5u

248

6 1

341U

1.243

昭56年
経 多

3,U77

308

784

1 4 8

4 2

U

1 0 5

35

335

48

4.343

595

昭3 7年
県

幡多

4.1 U 3

545

1.0U6

1 72

1 U 0

4

21 3

6 1

383

8 5

5805

867

昭38年
県

幡 多

21.917

69 2

1.224

2 28

7 9

1

3 U 1

7 7

681

79

5.2U2

1U77

昭39年
県

ﾡ 多

&.6 7 ?

1.41 5

1.586

322

1 U8

8

424

9U

687

86

9.484

1.921

昭40年
県

幡 多

9.U 6U

2.1 27

1.467

27U

130

1 ・

623

1 30

84 7

22

1 2327

2.633

昭41年
県

短 多

9.2 Uる

2604

1.840

283

1 2 1

1 5

545

1 ・ 5

975

I 56

12684

3199

注) 県の関係部課を中心データーを集収し、災計したものo

なお、こ の推計の範囲 cつい て は本文 N-d)-i) 窓照。
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付剛資料 1 四国西南地域特別造林案

一抜ナい-

・ ? 68年2月 高知営林局

1. 特別池林の段旨

特別造林とは、四国西南地域にある低価広葉樹の民行林約1 0万んのうち、約 6 万区を対象と 

して、国有林の組織、技術、資金を動員 して、分収契約により実施しよう とする大造林のことで 

ある。これに撃する経費は、総額約1 ・ ・位円、当初5力年計蘭で約2 ・億円であるが、昌林業 

ﾡ逃改善才業など ェ る ・行林野の活用の結果不ﾡとな る池林費を、全回的に集めて との地に集 

中投入 し、不足分は国有林野事発特別会2tの剰余金を活用するととにナれ、充分調達可能であ 

ろう。

この地城は温腹多雨で、土町も r く 極めて高い成長が期得され、北海道 など成長の悪い地域に 

くらべると、担的にはは5信、価ﾡ的には。倍以上の成長が見込まれる。従って、充分投資任値O 
ある事業といえ上 う。

との特別造林業の実施は、 林業ﾡ池改善な どc ・ち回野の活用を円ﾡ化 し しか. ・ 団 

有林経営の 基盤安定強化に も 役立つ必要不可欠の ものとおえ られ る。ま た/用の増大を通 じて、 

過疎対策に貢献し、あわせて森林資源の増大、木材関産業の振興にも、 大eく寄与できると考 

えられる。

なか、制度化にあたって、全u的にみて投ﾡ価催が高く、林稲改良が大hに遅れている民行 

林地域を2〜3所だけ選定して(勿論との四u西商地域をなめてゝ、 中的に実施するととが 

のぞま しいo

-20-



付属資料2
高知県における経済社会幽域設定の構想に関するﾡ査報告

一抜ナ-

1 過球とその課題(路)

2 過疎の現状 ( 略 )

& 四域設定と過球対策

( 一般的な回域設定

⑵ 過球地域にかけるﾡ成設定のあり方

全般 的Jに 人 口 の滅 少が みられ、特 c. 山漁村に いて人口が急故している 過疎的 な県 を 対象 

とし その［域設定のあり方てついて考えてみたい。この 場合、その般: 定は 、次のもo 
な、その発想に 限 く と思われろ。.....

ア、 生活量境施役の整備が、コミュニティ配ﾡの考え方の中心となる点は(一①と同様である 

か、過ﾡ地域においては、(とをり、当面は比絞的狭い!a域にかける拠点を中心こ少な 

く とも 学校、保可所、第会施設、保健医級施設等基磁的施設の充分なる依保を行な 

あるとと。

イ、次に、週強地域においては、道路(特に県道、市町村道)の整備自体が住民の基建的生活 

手段であり、また施設の 効率的利用 のた めの圏域設定の ポイ ン トでもあるので、そのブライ 

オ リティ等が()の場合にま して明確化される必要がある こと。

ワ、 感後に、この点はかな り 付帯的であり、実際問題としても四難であるが、合的な土地利 

用を前拠にし、 進林、米十合(園芸、奇塞等)、訴座等の側林業坂興施を行ない、立地条 

件が許せは労的集約型工業のが致をはかる必要があるか、と の場合、囲城設定 と 結び付けて 

考える必要があるとと。

以上から、過疎地域に おける 園域設定は、通なの地域に芬いて、ﾡi市と聞村が有機的に総合 

して 構のさ n る 日 常社会 生活山の 実体 c 番 日して、生活環境施設の設ﾡ と 招備 を中心に N曲 & 

定が行なわれるのとやや処点を帰に し、生活田の実態、住民の連裕意識守をベースにしつつい、 

道路絡備士 よ び地場産雌 興を 含む過演 対策 を積極的に行 な ゥとい 行政上の想点を aic加 

味 して とらえられなければならない と考える。しかしながら、【域を設定し、コミュニティ を 

配置育成する 場合の 基本的な 要件は、住民のコンセンサスであろう。したがって一定の阳域: 

定の基準を明らかにし、住民の支持と協力を求める必囈がある。

① コ ミ ュニチイ 配置の考父方

過味地域を含めて一般的にみられろ傾向は、第一には、かなりな集を有する集落以上は 

人ロ減少比が少なく拠占性を持ちつつあるとと、第二には、 その集落は、人口4〜5万程 

度の小規校都市のはへ○依在が:少な く、ﾡ当規ﾡの積を行する中ﾡ都市を指岡するﾡ向 

をみせつつある こ とであろ 3
それを前拠とし、コミュニティの階龍的配射のあり方を、

・集 落

b 必礎小落尚

e 検楽落、まち圏

a 地方 部 市田 (広ﾡ 両町村出 )

に分けて、考えなけれならないと し、報告書のなかでは詳述されている。

4妣改定と過疎対策(つづき)

3) 当面する 具体的対策の構想

治歩対策終局の 口的が、過ﾡ地域住民のナショナルミニマムを確保すること、換言すれば、 

■ 山村地域の住民が安全かつ快適な 社会生活 を維持する こと かでき、しかも、都市的サービス 

をも事受できる上りな状態を実現するととにあるとすれば、 その施策は、 あらゆる分野にわた 

る総合的なものであるべきであろう。また、大福市囲への人口集中が続くかぎり現在の型現 

象はいっそうの進展が予想されるが、過対策は、単に過球地域に対する局地的、対症的施策 

○みでは十分といえず、過而対策ないしは より広い部市政が並行して行なわれなければな 

らないと思われる。

目下、国においては、過密 ・ 過疎に関する総合施策を検討中である と出 く が、地方公共団体 

としてい、当面、自主的に次のよつな施策備ﾡの私極的な推進が必要であると考えられる。こ 

れは前述した(2の考え方に も 対応する もので ある。

その第 I は、住民の 日常生活 の中心で ある 核集落 ・ W ちの機儷を補強整備する こと である。

一般的に過疎地域では、地域社会の一体性の確保と生産活動の基礎条件でもある道路網の整 

崎が aれて お り、国県道か らなる 幹線道路の整 備と 並行 しG 市町 村道、農道、林道 等住民日常生 

活のu接的手設である生活道の縦備を促進する必ﾡがある。しか し、過森現象のみ られる 市町 

村は、一般的に財政力:劣ﾡであってその整情が不可能でもるので、回も と よ り県にいいて 

い とれら道路の新設、改負、ﾡ数に災する経凸について特別動成描置を講しるととを検討す 

べきであろ ゥ。

W 2C、生座振 興の た め の施策で あ る。

過疎現象のみ られるの一般的に出山村の地域であり、そ こでは経営基盤が弱小である うえ 

に、土地の利用、労の記分の不合理性等から生※性が低く、都而やそ の周辺地域 に 比して 所
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得水强が きわめて低い。故近、総合農政の必災性が強ﾡされているか、 過k地域住民の所得を

向上させるためには、地の特性C応じた効4的な作目のﾡみ合わよC上る有効な土地利用の 
プ , ・・・・ /

%とで、者力化とガカ記分の安定合理化をすナめ、さ らに阳工によ る付加価値の増大と治田ほ 

制の整備確立が必要 である。・ちろん ど林業振ﾡのための施策は従米か.ら推進されていると 

ころであるが、過疎地域にかける生産基盤の整的については、地方公団はの手でいっそり横 

極的に推進するとととし、ロ林業者個々の経営改善または生座振興については、利子術総等低 

利資金の融資制度を盤償拡充すべtで あろり。

第3には、上述の2施策をめじてい、なおかつ、効中的な0発をすすめるととが因艦な地域 

cついては、全戸移転をたてまえとする災落の移転対策を前ずべe であろう。

4. ﾡ多地域にあける四域設定(ケース・スクディ)

() 地域の現況(略)

⑵人口移動と生活行動

① 市町村別人口、世帯数の動き

術多地域の市町村別人口、世帯数の動 强 は次表に示す とかり、昭和る5年か.ら昭和4U年

での5か年間に、著しい人口故少をみている。般も少率の低い佐賀町がA71%、中村 

市がA8る %でとれ統き、他の市町村は 10〜1 8%の改少を示していろ。しかし 住民 

登録人口から推計したところによると、昭和 4 U年以降は滅少のチンポが鈍化した市則村と、 

さらに減少の激化した町村とに分かれている。大方町は増加に 転じ、巾村市、宿毛市、土佐 

清水市、十和村»よび西土佐村は減少率が:低くなり、佐賀町、大正町、大月町士上び三ム村 

は年被少率 1 〜 2 %か らる〜4 %へ と減少が激化 しつつあろ。

世帯数は、中村、宿毛、土佐清水の3市は増加を続けており、大方、大月、十和が増加に 

転し 大正、三原、西土佐が減少を統•け、佐賀町が減少に転落していろ。

年齢階層別にみる と、1 a ﾡ以下が5 万277 8 人か ら3万9.822 人へと 1万2956 
・.こ ・・・'一"

人(2 4.5%)少、1 5 歳以上 2 4城ま でが:1万? 959人から1万&61 3人へと

1.34 6人( &7%) 減少、2 5歳以上ろ 4歳までが、2万 3.4 6 2 人から1万8.4る5人 

へ と、4.827人(204%)滅少、35歳以上59歳までが、 4万1.508人へと488
人(1 2%)加 6 0才以上が:2万5 ? 2人から2万17 4 1 人へと 1.1 49人( 5.6°%) 
増加している。幼齢 人 口の減少率がとく に高いのは、大方町のA3 0.6%、西土佐村 △2 83 
% 大正町へ2 74.%などであろ。

就業人口つてみる と、7万746 2人から6万6 2 6 0人へと 1万1.20 2人(145
— 9 4— ・

%)成少い、ﾡ業別博は、一次産業が:6 4.1 %から 5 4.3%へ、二次産業が1 Q.1 %か.ら

1 &8%へ、三次楽業が2 5.8%か.ら3 1.9%へと変化している。

a) 経多地域の断域設心と拠点区域

② 地方都市とその圏域 ( 広域市町村団 )

地方都市園段定の故 大の要件は、交通通信網の現状と将来である。それは、前記図袋3〜 

4に示されるよ9に、横の火西○交通総に比し 縦の南北の交通条件が相当に悪く、ﾡ果の 

山地を考えるとそれは将来も大さ な期荷を抽てない。したがって北ﾡから中村市に往来する 

こ と は担当の田を伴 9 も oのor 9 である。また、国道56 号線、主ﾡ地方道宇和島一ﾡ川 

線等の終備、土佐佐賀一中村、羅川一江川崎出の鉄道の新設建設によ っては、南北の結び付 

きは、相対的にさらに低下し上 う。現在、西土佐村、十和村の一部は受級県南部と○交流も 

強い。中村市を 中 心とする南部間の交通条件は改善されっつある。

次に、ﾡ物田、医縦山 通学通勤圏をみると、北部と南部との関性はいが、南部る 市 

2 町 1村の関係は田当に28 られる。行政面では種 々 ○司法行政像関が:山村市に集中 し、一 

部を除いては、中村市がﾡ多地域統の中心と なっている。

土地利用の関係では北部は林野率が高 く 山村であ り、南部は及 山村 で展近、果樹、野菜 

工芸作が仲びている。

以上か・ら幡多地域は、地方都市ﾡとしては、商部(中村市、宿毛市、土佐清水市、大方町、 

大月町、三購村、佐賀町 一佐ﾡ町については、鉄道建述設による中村市との一体性を重視し 

た ) と北部( 大正町、十和村、西土佐村) c区分し放設役定すべきである と考える。

と の場合、南 部では、中村す市が大方町 と の強いヘー休性を保持しつつ中心的な拠点根能をに 

ないへ、宿毛間が庫業様能の面で土佐済水が観光ﾡ能の面でそれぞれ機能を簡完分担するとと 

Cなると思われる。北部については、地方都市なき『域として設定し、ﾡ川町にある程度施 

設的に依存しつつ、高知市と の交流を深める と と も に.、圏内において特性ある核集落 ・ ま ち 

の育成をはかるべきであろう。

③ 株集落・ちとその回域(略)

■：. 高知県におけ る 軽済社会圏域設定の 基太帰想

I A知県の経済 社会発 農の方向(略)

u,交通 輸送基盤 整崎の見通し(略)

a 人口移動と通勤、通学ﾡ(略)

⑷图域設定の基木構想
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高知1県内の地域区分ないし四域設定につては、地域0発上の斐訪か.らい、すでにいくつか 

○試みがなされている。たとえ伝統的な行改区域にﾡざすもの、 工業開の硬請に基っくも 

の、基幹的な道路交通網 を軸とする もの、水系別に形成される もの、さ らには都市機能を中心 

とするものなどがそれであり、そ れぞれ の存在理 由に づ s IM的 ic設定 さ れ、ま たは、設定 

の試みがなされている。

ここに提案するき済社会田域は、その発想を風疎対策上の要請にかいたものであるが、これ 

ら既存の考え方もる考にし、現の 社会経済 上の条件 と 長期的な 経済社会の発展の方向等•を総 

合的に配磁しつつ、その設定を行なったものである。

① 中検都市闘

② 地方都市

前述の変通ﾡ送盤整備の見画 し、人口移動と通効通学問あるいは前図表 i 7 (路)の時 

間距維図をみても明らかな」うに、高知県の地方都市回は、東部、中央部、西南部の 5 感城 

とナることが適当であると考えられる。また、各地方都市田には枢故の地方締市があらが、 

とれら、それぞれの特性に応じた根能を補分担するととと なろ9。

a 中央地方都市岡

b 安芸地方都市西

c 給委地方都市圏

こ の闘技 は、 4のケース・スクディ で述べた上 ら (c、高知1県の西げ部に位置し、3市 4 

町 s 村か ら なる 地域(旧 幅多 郡の地域 )である が、中村が大方と の強い一体性 を保持 しつ 

つ、行政的な 機能 をにない、宿毛、 r水が:それぞれ業な上びﾡ光ﾡ能を分担するととと 

なろ 9。

なか、北ﾡのる町村については、中村市との変ぬがきわめてﾡく、国一理江短か完成す 

れ、高知市との連けいをいっそ9強めるであろっととから%、とのﾡ域に包合すること 

は実態にそ ぐわない面があり、特性のあろ核集 ・ま ちのﾡ成が必ﾡであろり。
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3-4 保行山林規模別家数 一35年と40年一

\市 町 村
\

山林規 \次 

校別慮家 \

致 、、

中 村 市 宿毛市 土佐清水市 賀町 大方

S40年 S35年 4 0 3 5 4 0 5 5 4 0 5 5 4 0

総 数 2,8 1 0 2973 1.793 1.98る 1.61 ラ 1.963 556 594 1.1 26
〜 Q.1ie 1 a 6 — 4 7 一 11 5 — 1 8 — 76
0.1～1 1.146 1.3 2 5 66 1 8 73 823 1.086 1 83 21 6 633
1 ～ 5 785 845 583 566 408 525 1 35 1 55 266
3～5 254 273 1 78 209 ウ3 1 4 3 87 80 89
5～10 2 54 282 1 46 1 49 88 1 24 7 6 77 42
10～20 1 4 6 1 6 2 9 5 89 50 53 4 1 44 1 2
20～30 44 • 5 1 3る ・ 8 21 1 4 9 1 5
30〜50 21 20 29 22 1 6 1 1 5 3 2
50～100 11 1 2 1 4 1 5 3 3 2 2 2
100～ 3 3 9 .1 2 2 — 一 1

( 単位 戸)

町 大正町 十 和 村 西土佐村 大月町 三原村

3 5 4 0 s 5 4 0 3 5 4 0 5 5 4 0 3 5 4 0 5 5

1142 489 5 22 820 857 846 892 375 1 1 3 447
一 5 — 9 — 9 — 27 — 20 —

71 ? 59 74 98 11 8 1 1 8 1 34 4 66 1 5 176 209

281 11 2 1 1 D 1 60 1 69 1 9 8 236 257 6 1 25 1 ・9

82 55 69 ' 20 1 44 ; 2 1 1 55 63 5 5 1 60
34 93 99 21 7 224 2 1 3 1 82 25 59 5 5 38
・ 5 94 1 01 1 6 6 1 55 1 1 9 1 1 5 1 8 21 1 5 1 G

5 31 5 2 3 5 35 58 a 2 a 9 2 5
2 25 21 1 2 1 0 20 1 6 5 2 5 1

1 3 1 3 3 2 6 ? 5 2 — 2
1 

—
4 3 — — 4 5 1 1 — 一

—104 —1 0 5—



3-5 保イ山林規別ﾡ家数構成比

\ 市町村

中 村 市 宿 毛 市 土佐清水市 佐賀町| 大方

保行 \ 
営\な 

数構成比 \

S40年 83 5年 ・ 0 3 5 4 0 5 5 a 0 コ
総 数 1 0 0.0 1 0 0.0 1 0 0.0 1 0 0.0 100.0 1 0 0.0 1 0 0.0 1 oao ioao I

～ 0.1&a 5.2 — 2.6 — 7.1 — 5.2 67

0.1～1 4 0.? ・4.6 87.0 ・4.1 5 0.9 5 5.3 52. 3 &.7 562

1 〜 5 2 7.9 28.4 32.5 2 8.5 2 5.2 2&.7 2 4.5 24.1 25.4

3～5 .0 9.2 99 1 0.5 5.7 7.5 15.6 15.5 7.9

5～10 2.0 9.5 8.1 7.5 5.4 ・4.る : 5.7 1 s.0 i7

: 1 0 ～2 0 5.2 5.4 5.2 4.5 5.1 27 7.2 7.4 二
20～50 1.6 1.7 1.8 2.4 1.3 0.7 1.6 25

J

30〜50 0.7 0.7 1.6 1.1 1.0 0.6 0.7 Q5

50～100 
•

0.4 0.4 ・ 0.3
I

Q.8 0.2 0.2 Q.4 r
-」

100〜 0.1 0.1 0.5 0.6 0.1 0.2 ・

(単位 %)

大 正 町 十 和 村 西土佐村 大月町 三原村

4 0 5 5 4 0 3 5 4 0 5 5 4 0 5 5 4 0 3 5

1 o ao 1 o 0.0 1 0 0.0 i 0 0.0 1 00.0 1 00.0 1 0 Q.o ; 0 Q.0 1 o ao 1 00.0

0.6 — 1.1 — 1.1 — 3.1 — 4.5 —

1 2.1 1 4.2 1 2.0 13.8 1 39 1 5.0 55.1 1 2.7 5 .5 4 3.4

23.0 2 1.1 1 9.5 1 97 25.5 26.5 2 9.4 5.1 28.0 3Q.8

11.2 1 5.2 1 4.6 1 6.8 14.3 1 7.4 7.2 2.5 11.4 1 24

1 .0 1 9.0 2 6.4 2&.1 2 5.2 20.4 2.9 5C.1 1 23 79

1 9.2 i 9.3 2 0.2 1 8.1 1 4.1 1 29 2.1 1 7.8 3.4 39

6.3 &.1 4.3 4.1 4.5 4.7 Q9 7.6 0.4 1.0

5.1 4.0 1.5 1.2 2.4 1.8 0.6 1.7 Q7 Q.2

2.7 2.5 Q.4 0.2 0.7 1.0 o6 1.7 — as

0.8 0.6 — 0.5 0.5 Q1 0.8 — 一

-1 06-


